























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































|正|家教育統計センター 鋪20章9007条 250,000ドル以下の罰金 ● 
5ｲ|皇以下の禁ＩＨＩ・その併科
保健人的サービス省
国家保健統計センター 第42章雛242,条 なし
エネルギー行
エネルギーI11i報庁 なし
国家科学11ｲｌＩｌ 第42章第1873条(i） なし
運輸省
連|iii統計局 第49章第1111条 なし
司法省
司法統計局 鋪42章鋪37899条 10,0()０ドル以下の罰金
財務省
内|正|歳入庁ni得統計部
(統計情報）
第26章鋪6108条(c）
(税務叩'告Ｉ榊M）
第26章第6103条
5,000ドル以下の罰金・５ｲド
以下の禁|画１.その併科
アメリカにおける報告調整法制度の腱lｌＩｌ４４７
表６経済諮問委員会の提言内容とそれに対する行政機関側での対応
〔平)|:(10)３５，３３，４０頁，平)|:(11)38,39頁，平)|:(]2)32,33ｍ
1990年提言 1991年提言 対応結果
事業所デー
タの相互利
用〔対象機
関：センサ
ス局，経済
分析ﾊｶﾞ〕
ＳＮＡ改善のた
め， センサス同
と経済分析局の
ﾕ|『業所データイ11
11利川法を|ﾙ１発
すること ０ 
広範lllIにわたるデータイＭ:ｆ'１１１]のための計
画はないが，199()年榔ﾀﾄｉｎ抜投資及びI1ill祭
金融データ改善tﾉ〈によって認められたiiiul〃Ｉ
で (ア)ﾀﾄ資系企業について，センサス局
の二lii難所データと経済分析)ijの企業データ
のｲ'１１１:利)'１，（イ）センサス同が経済分析局
に対し'111際サービス取り|に従事するI1ii業〃「
の')ストを捉供，（ウ)総済分析肘の企業デ
ータをﾘﾌﾞＭｉｌｌ統計１３のビジネスリストからの
事業所リストに結介，という３点を尖)liilす
る『;１．miが立てられた。1987ｲ'１のセンサス同
データと198911皇及び'990年のﾂﾅ勘統計)iijデ
ータを結合するプロジェクトは成功し，そ
の結采は1992{liXIに公表された。労働統計
局は，アメリカｌｒｌｌ人1の外盗系の事業)ﾘiの被
扉Ⅲ行数の}傭|のため，この事業所ファイ
ルをlflらの雁)'１統計調森のzlv業所ファイル
にﾎﾞi1i合した。その結采は1993ｲIﾕ10)]に公表
されている。経１斤分析局の1991ｲ附冒業ファ
イルをﾂﾅ側統計局の事業所ファイルに結今
したjl<,Ｗ:は，1994年に公表されている。
1988112からl991fI2までの絲済分析局の企業
データとセンサス局の事業所データを結合
した給采は，1993ｲＭしぴ1994ｲI：に公表され
ている ０ 
なお・センサスハi)では，新BA事業所の格付
けを故糠するため，社会保険庁（S()cial
Secul･it ｙ Admillistratiol1）から，当言亥
新jLM217難)ﾘTに|乳Iする標ｉＭｉ業分類コードを
lＭＩＬする計iIlliがあるが，千節:が挑置されを
いために実現してし，ない。
事業所リス
ト〔対象機
関：ツナ働統
計ﾊﾞﾘ セン
サス局〕
ﾂﾅＩｌｉｌ１統計局とセン
サスノｉｉとの''１１で訓
整を行い，zlF業mｉ
リストを故稗する
こと ◎ 
センサス局は，1991ｲﾄﾞ初めにこれまでｲ《完
全に分1Wiされていた二l:業記録を，労Ilill統計
局のコードをIllj川して分靴することをl)Ｍ/Ｉ
した。ツナ側統計)ijは，技術的改善を実lillし
た ｡ 
データの童
複
杣|:I性のある=爪
要なデータを矢
うことなく ， ｲく
,IZ､嬰な重複を排
除していくこ
と 。
統iil･'｣的にlｌ(り，
一定の秘辮ｈ１ｊＷｌ
〔識別可能なＩＹｉ
報一リ'１１１肴〕のｲ'１
１１利jIlを可能とす
る標準的メカニズ
ムを}j柳しする立法
をlil(iOlIiすること。
行１Ｍ抑'1二r算)『｡では，ブッシュ政椛下で法
案がi((i(ｌＩＩｉされたが，議会には送付されず，
ﾘ|き続き検討を続けている。
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また，広範lIllなデータの相互利１１]のための立法l怖'tが最重要課題であると
された。〔平井(12)37頁〕。
このような9川代初頭のアメリカ連邦統計の一連の改革論議の|｢'１で，よ
り広範ｌＩＩの情報相互利)11を実現するための法案が準011iされる。
（２）「秘密情報保護・統計効率化法」成立前史
（ｉ）1997年連邦統計システム法案
1997年１１月７１三|，アメリカ連邦議会下院に「1997ｲli迎邦統計システム法」
(theFederalStatisticalSystemActofl997）案が提ｌｌｌされた。この法案
は，主要統計機関の統合の是非を検討する「統計政策に関する連邦委員
会」の設置に関わる第１章と連邦統計Ilill度における統一的な秘密保護規定
の整,Iilli並びに連１ill行政機関のI川での情報流迦の条件等を規定した第２章と
いう二つの部分から榊成される〔平井(１４)35頁〕。これらのうち後者は，
1996年の第104述邦議会鏑２会期に下院に提11)されていた「統計秘密法案」
の内容をほぼ踏襲したものであるとされている〔平Ｊ１:(14)35-36頁〕。
「連邦統計システムの効率と秘密」と題された「1997年連邦統計システ
ム法」第２章の内容は，その後Iill定されることになる「秘密情報保護･統
計効率化法」にも少なからず影響を及ぼしているものと考えられる。そこ
で〔平井(14)43-46頁〕に収録されている資料に依拠することにより，こ
の章の主要条文の内容をここで概観しておくことにしよう。
節201条は，第２章の'二|的を規定した条文である。そこには，報告者か
ら専ら統計上の'二|(19に提供された情報について，捉供者の事前|司意無しに
はｲ|画|体が識llll可能な形態で提供されまた当事者の椛利，利益及び特権に影
響する決定や行為のために仙川してはならないこと。統計上の目的に限
り，識別可能な情報の統計ｲ丁政機関札ｌＨＩＩＩ１の流血によ')一般'五|民の報告負
担のＩ経減ＩＩｔぴに政府の支出削減を行う条件をｲil1立すること。統計行政機関
の共|可プロジェクトの惟巡により，統計事業費の'１１１１減，粘度の改善，一般
|玉|氏の情報ニーズへの対応，諸機関の情報資源の統合を図る環境を整IiMiす
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ることなどが調われている。このような']｢灯を達成するために本章では，
アメリカの主要連邦統計機関を「統計データセンター」としてⅢl織化し，
情報の効率的利川と秘辮保謎の双方の観点から，その'１１での情報流通の条
件等が伽,l定されている。
第203条は「統計データセンター」を柵成する諸機ＩｊＭを指定したもので
ある。そこには，経済分析局，センサス局（以_MIi務行)，労働統計局
(労lW1､)，｜正1家農業統iil･サービス（農務欄)，｜正|家統計教育統計センター
(教育行)，｜玉|家保健統計センター（仰仙人的サービス竹)，エネルギー|青
報庁エネルギー妓終利)１１．統什統計課（エネルギー省)，国家科学財'11科
学リソース研究課の８つの統計部|｣'１が脂定されている。
鋪204条は，「統計データセンター」の責務を規定した条文である。そこ
には，統計｣この']ｉｎのための,ｌｉＩｉ報の共ｲ１．による'情報１Ｍ冬の正複排除による
国民の報告負担のi1jll減と総YYの節減，統計Zlil業のIMTのlhl上とYL1i)'１削jiliの
ための協|可統計プロジェクトの開始，統計_'二の|]的のために収集された識
別TTI能情報に対-する秘辮の保謎，一般|玉|民の公正な情報慣行にIjMする椛利
等のJMmiなどが規定されている。
「統計データセンター」という形でiill紬された連);'1統計機関の|Ⅱ1でIiIi報
が共jｲ丁仙川される場合，111独糺l縦による仙１１]に比べて'liIj報の秘密漏洩のリ
スクが大きくなる。このために節205条では，「統計データセンター」によ
る情報の利)|]と提供に対して次のようなIIillllRがl1llえられている。統計上の
Ｈｉ１９のために収集された情報は専ら統計_上の'二|的に仙)Ⅱされること。報告
者による事前の|司意がない|URり識別可能な形態で統計｣二の'三|的以外の|=|的
のために提供してはならないこと。それに，「統計データセンター」に楓
する諸機関が統計以外の|=｜的に位１１]するために情報を収集する場合，その
旨をjjlll1llによって統計上の'二|的での１Ｍ冬から区別し，そのことが報告者に
明示i1Oに示されなければならないこと，がそれである。
第206条は「統計データセンター」を'1ﾙC､とした連邦行政機関の間での
'情報提供のliiiilIIとその'際の条件等をjiM定したものである。
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（a)jrIでは，「統計データセンター」に対して情報を提供できる行政機関
として，鋪203条にＩｊｌ,l定されたセンターを柵)｣)10する統計機関並びに商務街
や労働行などそれぞれのiMl縦本体機Ｉｊｌｌがﾀﾞ''率されているが，そこに|人１国歳
入庁が追加されていることが注'二|される。ただしこれらの機MMは「統計デ
ータセンター」に対して無条件に|if報のｆＭ１ｉを行うことが認められている
のではなく，同条(1))項に５点にわたってlM1iの際の条件が定められてい
る。①情報が「統計データセンター」によって〈ｌｊｉら統計_'2の|｣的のために
(､川されること。②「統計データセンター」への,Ii1i報提供やセンターによ
る情報の仙)Ⅱが当該情報の統計上の'三|的への仙)'１１ﾉ、|容を挑定している法律
等と矛)iIiしないこと。③提供が|正|家安ｆＭｌＬ隙のために法律等で禁｣Lされて
いないこと。④提供元機関と「統計データセンター」の'''１で，提供される
'|背報，当該'ii1j報の仙1111=|的，当該,|吉報に|塊|わる秘辮保識といった情報の提
供に関わる沓:mでの合意がなされていること。⑤誠lﾘ||可能な形式での情報
の提供でないこと，がそれである。なお⑤については，フレームの作成あ
るいはデータリンケージへの仙)1]のように，,Ii1j*Mの提供元が提供先に対し
て統計｣二の|=|(19のために識別Tﾘ能情報の提供を伽,L定している場合には，そ
の捉供が認められる。
この他にも節206条では，（c)JrIで｣二記④に）JA定された行政機関のIHIでの
情報提供にIjMわる書1｢1iでの合意手続きに対して，「1995年ペーパーワーク
削減法」雛3506条(c)項(2)(Ａ)の一般|正|氏への公fLfによる意兄聴取並びに
第3507条による行政管I1l1予算庁による瀞ｲﾋﾞ条項が適川されること，さらに
|可し〈2Ｍ)6条(｡)頂(2)，(3)では，’'11j報の捉供にllMわる機関の職員J1Iiぴに
その代li1l1人の守秘義務が規定されている。これらはそれぞれ「1995年ペー
パーワークi1llI減法」雛3510条(b)〕Tl(1)，(2)に対応する規定となっている。
（ii）｢秘密情報保護・統計効率化法」の成立
2001ｲli9)１１１１三Iの同時多発テロは，それによる犠牲料の規模もさること
ながら，それまで米|玉|本土を|正1際紛争の）|ｌ台とした維験のなかったアメリ
カ|玉1氏にとって，それが川突的な脅威であることを身をもって知らしめた
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歴史的事件であった。それはまた，同|玉|の連邦統計に対してもまさに脅威
の契機となるものであった。
事件の再発を恐れる当局は，｜玉|際的な人流を厳しく統IIillする一方で，国
内に在留するアラブ系仇氏に関する情報収集の|=|的で，人'二1センサスのIlDHil
票情報の便１１１を要求し，当該データの符珂1責任者であるセンサス局長は，
そのＩ吏朋に応諾した。また，９．１１事件後１１１１もなく議会を血過した「合衆国
愛|正|法」（ＴｈｅＵＳ､APatriotAct）によ')その執行機関である国ﾆﾋ安全
保障有は，国家教育統計センター（ＮＣES）のデータ保謎Ilill度を無視し
て，同センターが収集したiiiＭ１可能情報へのアクセス椛限が与えられるこ
とになった。ざらにテロ対莱の体Ilill軽ｲilliをI｣指す連邦議会は，「母|玉|安全
保障'情報共有化法」（ThellomelalldSecuritylnformationSharingAct）
をlIill定し，述邦政府が保ｲ丁するデータをﾘ'ﾄ|や地方'二|治休の’１≦{･史が共有する
ことを求めることになった。
このような一連の動きの'|'で成立することになった「lﾘ:|玉|疫全保障情報
共ｲ丁化法」に対して辿り;'1統計機関''''１からは，このことが統計調査に対壜する
調査実施者と報告稀の１１Ⅱの信〕IlnlMl係を損ない，訓在へのljiM１カ度が低下し，
究極的には経済的社会的政策決定に不可欠な高い,W,質の統計データの提供
ができなくなることから，秘辮保護の誓約の下にＷｊｉら統計作成l｣的で収集
されているｲｌｌｌｉｌ人の識別可能な情報については，同法に云う「|玉|家安全保障
情報」（HomelandSecuritylnformatiol]）のniil)|j除外とすべきであると
の主張が雁|刑された〔Wallｍａｎ(16)ｐ､318)〕。このような連邦統計機関側
の主張に対しては，幸いにも－部議員の理解をｲ!｝て，「１１１:|正|安全保障情報
共有法」の議会通過に|緊して，Chambliss-1,1兇議貝がMILll)した修正動議が
採用された。
後に「秘密情報保謹･統計効率化法」（CIPSEA）として成立する法案
は，もともと①「1999イド統計効率化法」（TheStatisticalEfficiencyAct
ofl999）（ＨｏｍｅＲｕｌｅ第2885り）としてStephenHorn下院議且が提出
し満場一致で下院を、過していたものと，②「秘密情報保継法」（Ｔｈｅ
452 
ConfidentiallnforlnationProtectionAct）（ＨｏｍｅＲｕｌｅ第2136号として
TomSawyer下院議員が2001年に提出していた法案を統合したものであ
る。特に後者は，2001年６月281]付けのTomSawyer下院議員のＨｏｍｅ
Ｒｕｌｅ第2136号法案への支持を求める書簡に示された「私は，これらの措
置が国民の保護のために必要なだけでなく，重要な政府の調査に国民が引
き続き確実に協力し参力Ⅱするためにも必要である｡」という提案趣旨から
もわかるように，法的保護を秘密保護の約束の下に統計lEl的で収集された
あらゆる情報に適用することを主要な'二Ｉ的として準備された法案である
〔Wallman(16)p､318)〕。ちなみに2002年夏に予算管理局がInteragency
CouncilonStatisticalPolicy梢成メンバーである１４の統計機関を対･象に
実施した調査からも，衣７に示したように，秘密保護規定が統一性を欠い
ている事が明らかにされている。
「1999年統計効率化法」の提案者であったＳＨｏｒｎ下院議員は，上記２
法の統介再提出に当たって，法案の意義について2002年７月25日，次のよ
うな発言を行っている。
「この法案の強化された秘密保謹策は，報告者の側での協力を大いに促
進することによって連邦統計の質を改善することになろう。さらに重要な
点は，これらを保護することが，連邦政府が秘密保護の誓約の下に政府に
表７各統計機関における秘密保護規定の整備状況
(||{所）〔Wallmall(16)l).316〕
(表注）この他にも，統計機|｝Mによっては，TheＴＩ･adeSecrelsAct，ThePrivacyAct，TheFreedom
oflnformationActに依拠して統計↑iｻﾞ報の保護をはかっているところもある〔Wallman(１６)p,316〕。
秘密保護規定の終ｲilli状ＪＵ 統計機関名
(a)秘密統計情報の共有を要請する規定あり エネルギー情報庁
(b)統計情報に対する秘密保護規定なし 環境保謹庁，経済調査サービス(農務省）
(c)統計'情報に対する秘密保護規定を部分
的に保有
労I1lil統計局，運輸統計局，国家統計教育
センター， 社会保障庁
(d)広範な秘密保謹既定を保有 経済分析局，司法統計局，センサス局，
内|工|歳入庁所･得統計部，lrl家保健統計セ
ンター， |司家科学1M団
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データを捉供した杵のｲ詞ｉｎをi濫１１]しないようにすることを保証する。……
｢2002年秘密Ｉ１１ｉ報保識・統計効率化法」は，わが|正|の|正|家統計計Imiの重要
な，常識(19でしか６反｣01持続的な改稗をｲﾆ｢う。それは，政府が強力に支持
する超党派的な優れた政府拙置である。私はわが議貝諸氏が本法案の速や
かなる施行に協力されることを求めるものである｡」〔Walllnan(16)ｐ、
319〕。
「秘密`Ｉｉｌｉ報保謎・統計効率化法」は，2002ｲl乱11)二'151=１，「2002年Ｅ-政府
法」（ＨｏｍｅＲｕｌｅ第2458号）の第５編として下院において全会一致により
可決され，ｌ↓'''三|上院も皿過し，同ｲﾄﾞ12ノミ１１７１]，ジョージＷ・ブッシュ大
統領は，「2002年Ｅ-政111:法」（今衆111法典鋪107-347号として署名，発効し
た。
（３）「2002年秘密情報保護･統計効率化法」における統計データの秘密
保護と開示政策
（ｉ）法の構成
すでに述べたように，「2002年Ｅ-政府法」に鋪５編として力Ⅱえられた
｢2002年秘密I11i報保池・統計効率化法」は，「秘辮Ｉ１１ｉ報保謎法」と「1999年
統計効率化法」という２つの独立した法律案を合体させることで成立した
法律である。このような法Ilill定の経紳が，この法律の体系にも反映されて
いる。すなわち，「200211三秘密情報保謎･統計効率化法」は，行政機関が保
ｲIする秘密''11i報の保謹に関わる部分（Will編Ａ（subtitleＡ）：第511～513
条）及び統計データの|）'１示政策にBMわる部分（hilliiIi,ｉＢ：jiij521～526条）の
二部椛成となっており，それにこれら刑細Ａ，Ｂに共皿する定義等をXIiL定
した部分からなる３部柵成となっている。
本編（titleV）の目Ijlliの４つの条文には，続く２つのiiilljiIiiに共通する事
項，すなわち，法律のi'i称（第501条)，１WＩＩ編Ａ，Ｂで仙)Ⅱする川語の定義
(弟502条)，この法律の執行に関わる|州系機関（の長）の椛限や義務（第
503条)，そして本法の)limｲTに伴う他の既ｲ｢:法↑E'1へのl杉糾（第504条）が規
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定されている。これらの条文の具体的な規定内容については，以下の秘密
情報の保護政策並びに統計データの開示政策との関連でその都度触れるこ
とにする。
（ii)｢2002年秘密情報保護.統計効率化法」における秘密情報の保護政策
秘密情報の保護に関しては，刷編Ａの第511条(a)が，専ら統計|=1的のた
めにｲｌｌｊ'人や企業等の組織から提供された情報が安全に保管ざれ提供者に反
する行政機関の行為に仙用されないという行政機関による秘密保護の誓
約，さらにはこのことが行政機関の統計活動に対･する国民の信頼を得る上
で不可欠であるとの認識を提示している。なお，ここでいう「統計F1的」
については，第502条(9)において，集lIlを椛成する個人や組織を特定化す
ることなく，集団の特徴を記述し，推計し，または分析すること，またそ
のための，力法の開発，適朋，維持，技術的あるいは行政的手続き，ある
いは情報資源を含む，と規定されている。
同条(b)は，m１１編Ａの'二1的を飢定したものである。そこでは本法のl=｜的
が，秘辮保護の誓約の「に提供された情報が統計'二'的にのみｲ吏川され，識
ＩｌＩＩ可能な形で他に提供されないように識別可能な個体情報へのアクセス並
びに使川を管理することにあると細われている。
行政機関による秘密保護の誓約の下に収集された情報の具体的な使Ⅱ,並
びに開示の制限については，第512条がこれを規定している。そこではま
ず(a)項で，回溶者が事前に|可意した場介を除き，専ら統計'二|的にだけ使用
するものとし，仙１１}者についても行政機関の]lH1i貝，雇員，又は代理人と規
定されている。（b)項は，情報の他への提供の条件を規定したものである。
そこでは，｜Ⅱ|答者による事前の|司意を得ていない場合には，開示が他のい
かなる法律によっても禁lLされておらず行政機関の長がそれを許可した場
合を除き，識別可能な形で統計以外のI=｜的に開示してはならないことが規
定されている。
統計機関が収集する情報やデータの,１，には，統計以外の|]的への使用が
予めI川らかであるものもある。これについては館512条(c)項が，そのＩ祭に
アメリカにおける報告調整法制度の展開 455 
はそれらの情報を統計'二Ｉ的で収集するから|ﾘ]雌に区別し，その旨を圧1尺に
周知する義務を統計機関に対して課している。
本編は，秘密情報の漏洩に対して，第513条で５年以下の懲役又は
250,000ドル以下の罰金（又は併科）という罰l1lIを規定している。また(b）
頂には，秘密保護に関して本法と異なる罰１１１１規定を有する法規の適用を受
ける情報については，両者のうち重い力の罰I1Iが適用されることが定めら
れている。
ところでWallｍａｎは，秘密情報保護規定の週)１１に関して次のような４
つの原Mllを掲げている〔Wallman(16)pp､318-319〕。
①秘匿扱いの統計情報に関する'ﾘ|雌で首尾一貫した仙川恭準を提供し，連邦
政府が秘匿扱いの統計|背報のいかなる統計以外の|]的への仙)Uも禁｣上する
（禁止される統計以外の'三|的とは，個体が識別可能な形態で行政，現Ilill，法
執行，審理その他の'=|的に|青報提供に係る佃人や組織の椛利，特典あるい
は利益に影響を及ぼすような形で仙)|]することを含む）
②「情報の自山法」（TheFreedomoflllformationAct）による秘隣扱いの
統計|青報の開示の禁l上
③秘密保護の誓約の下に提供を受けたデータがｲi(|；かにVPら統計'二|的のために
だけ仙川されるよう保護柵置を講じること
④秘l笠すべき統計情報を完全にⅢ];汎させる連邦jlMi貝あるいは連邦機関の代理
人に対して刑事罰を課すること
要するに「2002年秘密情報保護・統計効率化法」の刑編Ａに掲げられた
秘密`情報係護法は，認可されていない開示に対する現行の秘密保護あるい
は罰則をIIill約あるいはそれを減じることなく，現状においてパッチワーク
的な諸規定をひとつの統一的な保護によって代置し，こういった保護拙置
を秘密保護の誓約の下に統計|］的のために収集されたあらゆる他|体識別可
能なデータに拡張することを'三|的にIlill定されたものであるといえる。この
ことは同時に他方で，秘密保護規定の未繋ＩｉＩＩｉが情報やデータの共有化ある
いはｲ丁政機関の|Ｈ１での相互利用に向けての法幣Ｉ)Ｉｉｉという''１mも持っている
ように思われる。
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（iii)｢2002年秘密情報保護・統計効率化法」における情報の共有化政策
「2002年秘将情報保謎･統計効率化法」の1Will編Ｂは，「統計の効率」（Sta‐
tisticalEfficiency）という表題を持つ。ここでは，統計|=|的での仙川の
ために秘密保護の誓約の下に|Ⅱ1審者から提供を受けた情報やデータについ
て，あまねくその秘密保謎の保証を定めた同法の副編Ａの諸規定の通)'１の
下で，センサス局，経済分析局，それに労llill経済局というアメリカ連邦統
計の三人機|對の間の維済データの共打による統計の効率化政策の法的根拠
を与えるものである。
刑編Ｂでは，その冒頭にＩＨ１Ｕｌ置された雛521条(a)は，統計の効率という本
副編のいわば「前文」にあたるもので，そこには連邦統計が政府での政策
立案だけでなく企業さらには国民にとっての情報の源泉であること，行政
機関は川行の諸法規が許す範囲での統計の効率的利用を図るべきこと，報
告負担のl峰減が|Ⅱ|答者の洲2ＭM力を通じて統計の,h1,質|句_'1に寄与すること
などを規定している。まお，ここで注|=Ｉすべき点は，本条(a)項の第(4)，
(5)，(6)号に特にセンサス局，経済分析)iijそれに労IiHl1統計局の統計'二Ｉ的で
のデータ共有の意義11しぴにそれに伴う秘密保謹原[1'1が}し)げられていること
である。この点は，以下に見るように，本Will編がこれら３つの統計機関を
｢指定統計機関」としてそれらの|H1のデータ共有に関わる識ljj〔1111を規定し
たものであることから，そのことを目頭にiilHiったものであると,思われる。
第521条(1))は，本研１１編のⅡ的を規定したもので，そこには，（１）３つの統
計機関のＩｌｌＩのデータ共ｲ丁の根拠，(2)連邦政府が経済界に求める報告負111
のＩ降減，（３）３つの統計機llMが標本フレームの更新，匪業分類の統一化，
カバレッジの改善imでの協力によるデータの質と比較可能性の改善，（４）
経済についての統計的肥}雌の改善，技術の4k産性効果の計illll方法の開発，
|玉1の最もZE要な経済脂標の偏頗性のlhll1，といった本別紺が遂ｲ了すべき'二｜
的が具体的に列挙されている。
ところで，本副細の雛522条は，本iii１１編で「指定統計機Ｍとされる３
つの迎邦統計機関を定義したもので，また岐後の第526条は，この法律の
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ilill定に伴う他の法律における関連条文の修正について記したものである。
従って，センサス局，経済分析届それに労働統計局という３つの「指定統
計機関」の間のデータ共有の諸原111を規定した本岡II編は，実質的には第
523条から第525条のわずか３つの条文から織成されているにすぎない。
第523条の各項は，これら指定統計機関の長の責務を規定したものであ
る。これにより指定統計機関は，重複の排除その他による報告負担の峰減
と経費節減に努めること，統計のHiili質向｣二と経費削減のための共同プロジ
ェクトの遂行，統計'三|的で収集された秘密情報（識別可能な個体情報）の
秘密保護という一連の責務を負うことになる。なお，第(3)項の秘密保護
義務規定には，識別可能情報について，lWi貝等に秘密保護の重要性を周知
させ，取り扱い手続きの徹底，物理的･電子的安全保護策の履行，データ
へのアクセス記録システムの橘築といった具体的な秘密保護政策の実施並
びに騎督機関への履行状況の報告が義務づけられている。
第524条が本別編の''１心的条文であり，そこには統計目的で収集された
識別可能情報の指定統計機関相互の共有の条件やそれに伴う秘密保護の適
用原則等が既定されている。
本条では，（a)項が，指定統計機関がそれぞれ保有する識別可能情報につ
いて，①共有するデータの名称，②統計'三Ｉ的での使途，③データの使用資
格を付与する者の指定，④データについての適切な秘密保護の４点につい
ての書面による合意によりそれを共有できることを規定している。
本条(b)項と(c)項は，データ共有に関わる秘密保護を規定した条文であ
る。すなわち，データの共有による他の指定統計機関への捉供によって
も，提供元機関が提供した識別可能情報についての秘密保護義務は当該機
関の義務としてそのまま継続し（(b)項)，また(a)項(3)号によってデータ使
用者として指定された統計職員等の有資格者は，当該データの違法使用並
びに漏洩について，罰Ｈ１|規定が適用されることが定められている。
本条(d)項は，情報の指定統計機関の間での共有について回答者からの事
前の合意を得ていなかった情報の共有化の手続きを規定したものである。
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そこではデータを共ｲJ仙川のために他の指定統計機UMに提供しようとする
提供元機関はその旨を'二|ら公告し，最低601三IIlIl公lliijに付・さなければならな
い。なお，この公告，公llilj義務は'１]告義務を課すことによって収集した情
報だけに適川されるものであ')，任意'?l1fLfによる情報についてはこのよう
な手続きを経ることなくデータの共有ができる。
最後に，共ｲ丁化によって他の指定統計機Ijlilから捉供を受けた経済データ
の仙ＩＵ並びに公表の条件を1111定したのが第525条である。そこでは，（a)項
でそれが専ら統計'二|的で仙)1]されるべきこと，また（１）)111では公表に当って
はそれをlnl答肴の識別できない形態に限ることが規定されている。
以上凡てきたように，「秘密情報保謹・統計効率化法」は，行政機関が
秘密保謹の誓約の下に統計'二|的で1lx架した情報についての秘密保護（副編
Ａ）と指定統計機関の1111でのデータ共ｲTによる統計の効率的利用（副細
Ｂ）という全く性格をllDILにする２つの要素を持つ法律である。
副編Ａの諸規定の意義は，行政機関が秘辮保謹の惣約の下に統計'三}的で
収集した情報についての統一的秘密保謎原I!'|を新たに導入した点にある。
それによって，この剛こ'青報について特に法的規定がｲJ:在しなかった行政
機関も含め，従来のパッチワーク的な秘辮保謹策に統一的な枠組みが設定
されるとともに，統計IＩ的での情報収集に関わる杣'二|の法的世界が構築さ
れることになった。
１WＩＩ編Ａによって統計|=Ｉ的での収集情報についての統一的な秘密保護を調
うとともに「秘密情報保謹・統計効率化法」は，iTilⅢMiliBで統計の効率化の
推進兼として，センサス局，経済分析局，そして州!Ⅱ統計局に限定してて、
はあるが，それらを折定統計機関として指雄することにより保右経済デー
タの識別情報の相互捉供，利)ルステムをIlill度化している。これは，１９９０
年以来「経済統i;Ｗｉ魁」さらには，当時，迎邦行政機牒|のlll1の報告負１１｣u降
減のための政策として_上記の３機関が進めてきた「統計2000タスクフォー
ス」がこのような形で法Ilill度化されたものであり，さらにいえば報告者の
負担と総YYをYHやして収集した情報の般大l1Ml1l1という「1942年連邦報告
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法」以来一貫して維持されてきたアメリカにおける独特な情報観がそれを
成立させる基底的導Iklとなっているように思われる。
むすぴ
本稿では，「連邦報告法｣，「ペーパーワーク削減法｣，それに「秘密情報
保護・統計効率化法」といったアメリカにおける統計調整法規を手掛かり
に，同国における報告負担j降減に関わる情報政策（その中に統計政策も包
含）の展開について検討してきた。今lIIlの考察からlﾘlらかになったいくつ
かの論点を以下に指摘することにより本稿のむすびとしたい。
わが国では，リポート・コントロールによる民１１１の報侍負担の軽減と経
費の縮減の必要性についてのＧＨＱによる'二1顕示|皮，さらには第二次統計
使節団によるわが国の統計の改善に対する勧告等を受けて統計委員会事務
局を'11心にそのIIiI1定に向けての作業を進めてきた「報調法」が1952年に成
立する。この法律は行政機関による10以上の個人や企業等を対･象とする指
定統計以外の統計訓森に対して統計調整機関による辮査，承認を求めるな
ど，その制定に当って参考とされた「1942年連邦報告法」と共通する要素
を－部持っているのは事実である。その一方で，統計調整機関による審査
権限の及びうる範囲や対･象となる報告収集の形態，さらには統計情報収集
が重複した場合の代表情報収集機関の指定並びにその際の国民への公告や
公聴会の開催など，「報調法」の調整システムとは多くの点で質的に異な
る要素を持つ。とりわけ両者を本質的に区別するのが，「1942年連邦報告
法」がiiiに報告収集の重複を排除することによる負担峰減と経費節減とい
うどちらかといえば<受動的〉役割だけでなく，同時に同法が，「連邦政
府機関が収集し，整理した情報」について，「それが適切である限りは，
その他の連邦政府機関及び一般1玉1民の利用が最大限にはかられるよう整理
する」という［Ｉ的規定に象徴される「情報の最大限利川」という〈能動
的〉統計政策を掲げている点である。それは，業務従事者の守秘義務や行
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政機関１１１１で提供される'|吉報の形態の指定といった一連の秘密保護措置を識
じつつ，収集された情報の有効利川を図るという統計政策を枝極的に追求
する法的根拠を与えるものである。その意味で，「連邦報告法」は，統計
情報の収集に関わる審森を，統計のiiiIi)Ⅱｍまでも包括する政策複合の形で
体系化しており，その基Lfには，統計作成に要する負担（我)'１も含む）の
最'|､化と作成された統計のｌ茂大限利１１１として統計を社会的共通費Ｉｌｌで1Mjう
という基本的発想が貫徹している。また，｜司法が報告収集機関に対して結
果の開示要請椛限を調整機関に付与していることは，「1942年連邦報告法」
においてすでに情報をiiiにIllil々の行政機関の占有物としてではなく，＿枕
の公共財的性格のものとして位置づける視点が成立していたと見ることも
できる。
このような「迎邦報告法」に見られる|背報の社会的位置づけは，その後
継法として制定される「1980年ペーパーワーク削減法」で一段と鮮lﾘjに打
ち出されることになる。本文でも見たように，「ペーパーワーク削減法」
では報告負担の､降減と情報の最大限利)'１という法の達成すべき|]的をJiL本
的「迎邦報告法」から継承する一方で，その適川範囲が火,|,F1に拡張され
る。また「ペーパーワークlllI減法」では，情報収集に関わる辮杏一承認過
程の業務処理手111]i[がより洲lllに規定されておＩ)，１１]請機関は，収集を希望
する情報について，その使途はもちろん，行政機関の業務遂行にあたって
の情報の必要性，さらには報告に関わる負担についての量的評Il11i等も求め
られる。また'司法には，↑弧'1機関であるＯＭＢ長官には，審森一承認業務
の遂行に不《可欠なデータ・ベースである「連邦情報検索システム」整ｲiIli義
務や審査一承認業務に関わる諭権限や情報収集'1]請機関側の一連の義務が
規定されている。また，↑側1機関による法の執行あるいはIliIl度の運)1]状態
についての議会等への報告さらには共通役務庁(7)の稀査の｛ＭＩＩみが組み込
まれているのも同法の大きな特徴であるといえる。
「ペーパーワーク削減法」は，統計データも含め広く行政機関が収集す
る情報についてのＯＭＢによる審査一承認業務の根拠法規として，現在も
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その有効性を保持している。そこには，収集情報に関わる秘密保護につい
て，その多くを「連邦報告法」から継承する形でそれを規定している。そ
れとは別にアメリカ連邦行政機関の多くは，保有する情報について独自の
秘密保護法規を有しているが，それらについては罰則に関わる量刑のＩ峰重
が異なり，’'1には秘密保護規定が未整｜iliiな機関も一部にあるなど統一性に
欠けていた。このような状況に終｣'二符を打ち，連邦行政機関全休に通)1]で
きる秘密保護法規としてIIill定されたのが，「2002年秘密情報保護･統計効率
化法」の副編Ａである。同法の施行により，これまで秘裕保護規定が未整
備であった行政機関についてそれが保有する行政情報についての法的秘密
保護が図られ，一部の機関については冊11編Ａにより，その量刑の力Ⅱ重が行
われた。同法の冒頭にも躯われているように，このような秘密保護規定の
整備は，報告者である国民の連邦統計に対壜する信頼を確保し，統計腺単位
情報の協力的提供を通じて連邦統計の品質の確保に寄与することを狙いと
しているだけでなく，副細Ｂに規定されたセンサス局，経済分析局，さら
には労働統計局という「指定統計機関」の間の識HllI統計情報の共有化に対．
する秘密保護面での法的基盤の盤ｲiMiを意|床する。
「2002年秘密情報保護･統計効率化法」の刑編Ｂは，アメリカにおける三
大連邦統計機関の間の統計情報の共打化の根拠法規である。これは，国民
経済計算の諸勘定の非整合問題を解決するとともにこれらの連邦統計機関
の連携を強化することで統計の効率化，それに伴う経費の縮減を実現する
ためにIlill定されたものである。なお，1990年初頭の絲済諮問委員会による
提言，さらにはこれら３つの行政機関のllHのタスクフォース・プロジェク
トの存在が，同法の)戊立に少なからず寄与したものと考えられる。ここに
は，「連邦報告法」あるいは「ペーパーワーク削減法」における「情報の
最大限利用」とは形態こそ異なるものの，それに繋がる要素が投影されて
いるように思われる。
このような「連邦報告法」や「ペーパーワーク削減法」といったアメリ
カにおける連邦行政機関による情報収集の調整法規さらには主要連邦統計．
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機関のIHIでの統計情報の共有システムの'1(拠法jAである「2002年秘密'lilj報
保護・統計効率化法」にいずれも共通しているのは，連邦行政機関の情報
収集行為に対するlMIliIlに特化した法ｊＪ１ｌではなく，その'１１に１Ｍ乙情報に対す
る秘密保謹と同lliliに|i柵のｲ丁効hIi1I)のｲﾆMlIみを|可時に併せ持っている点で
ある。それは，行ｲ↑政機関が収集した''11i報は＝Vjiら行政|=|的で仙)lＩするため
に当該機ljMに,!iｲTが許されたものではなく，イニＭ〔サービスiHiでの具体的な
還元さらには広く他の行政機関によってＭ１・効にiiIi川されるべきであると
する谷:IiMliに111米するｲ'二会通念にＩｉ腱づくものであるといえよう。
翻ってわが|玉|の「報調法」の性格はどうであろうか。「1942年連邦報ｆｌｆ
法」との対比ですでに論じたように，「報調法」はまさに行政機関による
報ｆｌｆ収集に対する川,1jlill法jiLであ')，そこには「迎)&'1報告法」の施行jliMI1llで
ある予釣:局皿達ＭＩ１ｌｌＡ」（Miu1llA40｣）に匹敵する詳細さで，報告収集
についてのlllii1i-榊森手続きが規定されている。その一方で「連邦報告
法」等で法の三ii要な'三ｌｉ１ＯのひとつとしてiilHlわれていた「収集情報の最大ＩＩｉＬ
利川」という要素は「報調法」のIllには全く見られない。
このことは，各打とのぎりぎ')の折術の''１で統i汁委1二1会事務局'''1が「報
調法」成立の条件としてその柿入を余儀なくされた節２条の規定と必ずし
も無関係ではないようにA1Aわれる。なぜなら，１Ｍﾐli1i報の有効柄)１１という
視点が当時の統計委員会'''1にあ')，それを社会的当為として議会も含めて
社会(19に認知させることがもしできたとすれば，行政機関による情報,!iｲＴ
の上りl（をﾉﾄ|]対化し，その共有化に関わる条'|:盤I1Iliに秋｢１９道筋をつけること
ができたので､はないかと'11Aわれる。
統計作成当二lT機IjU以外の機関によるｉｉＭｌｲl1lil票ベースでの調査データの利
１１１については，現状では訓森票の[ｌｉ１ﾘ外仙)'1の包lili承認ilill度によって行わ
れているに|Ｗまり，統計作成機|鮴lInIH1の'1,1;報の共ｲ丁からは程遠い状況に
ある。わが'玉|で訓在データの佃票ベースでの統計作成機関相互での共ｲ丁に
|ｲﾘけての取りIlllみを'1|'んでいる要素にはいくつか考えられる。第１に，わ
が国の統計Ilill皮がIiI(めてﾘi1力な分|Ｍ１統iil･機柵となっており，調査結来に
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ついての共有XJ:誠が希薄であること，姉２に，統計制舳にllMわるプライバ
シー1(1iへのlIiUIMi〔から，特にIllil体ベースの|洲1の移転についてIlilⅡﾘﾐ｢ルなＭｌ１
が行われてきたこと，節３に，行政ｲﾌﾟ為としての統計作成が事前に承認ざ
れ公示された集計計Ⅲiに従った統計の作成･公表として捉えられており，
統計調査によって収集した統計ｌｊｊ(lii位'|青報の有効IiilT川という糾点が希iW1で
あったこと，などがその三ｉｉなＭＩＩである。フェイス項'二|を'''心とする報flf
fMllの峰減さらには訓杏絲来のリンケージによる調査によらない新たな統
計'１i1j報の独得に本格的に道を１１１１〈ものとしての統一的な企業フレームの軽
ＩｉＩＩｉの必要性については統計稀議会のil995ｲﾄﾞ杵11]ｊにも提言されている
が，現状ではその道筋さえついていない。
このようなわが'玉|の統計の現状をＷ(米するに至った１%(因は一体どこに求
めるべきであろうか。筆州よここで，わが国の統計基本法)jiLである「統計
法」及び「報調法」にいずれも統計のｲ丁効な利ii[i)11という祝ﾉAI《が完全に欠
落している点をそのＭ１二|のひとつとして挙げたい。「統計iﾉﾐ」は，指定統
計を'''心に訓IIfの企画，実施，及び給来の公表に載る統計作成過漉を）Ｍ〈
的な守ｲiMi範'１１１とし，「報調法」もまた承認統計訓在の企画辮森がその１|,心
要素となってお')，統計訓州こよって収集された統計,Iilj報のｲ丁効利)Ⅱを|叉｜
るという法の理念はいずれにも存在しない。このことが，統計にⅡMわる秘
密保誕規定の盤Iilliを不徹岻なままに放満し，識別データのiili)'１によるlUM
データからのｊｉＭｌ(19統計|聯|)〔の澱ｲ!｝を初め，統計の利iiliIImで海外におい
てすでに常態化している統計の新たな腿|；Mへの意欲的な取りﾙ|lみへのIIill約
となってきたとは考えられないであろうか。
その意lLkで，統計委貝会が戦後統計の11i雌に当って，「1942年連邦報〈lテ
法」がその社会的意義を主鵬する二本の基本的文｜jiのうちのひとつをわが
'五|に移植することができなかったことの'１１に，尖はわが国の統計の今'三Iii'ｆ
かれている状況を生起させる契機があったといえる。逆にいえばこれは，
戦後乢主化による－迎の改１１１１:にもかかわらず，イ丁政におけるl11j報の在り方
については，ｌﾘI治期の近代|玉|家成立以来述細とﾙIlil寺されてきた各行政機関
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における,情報の占有について，その枠組みがいささかも揺るぐことなく継
承されたことを意1床する。目下進められている統計改革論議において主要
な論点のひとつとして取上げられている「共有財」としての統計の性格規
定は，その中に行政機関の間での情報の共有，さらには行政情報の統計目
的への活用を含むものであり，それは実は130年余りにわたって築かれて
きた行政機関による情報の占有に対する初めての挑戦でもある。
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《注》
（１）「各省庁および地力公共lZll体における統計訓在事務がIｉｆ複鉛綜し，氏|Ｈ１
および地力公共|］|体に対し，１Ｋ圧をﾉﾉⅡえるに至っているが，これらの統計
訓在は特にI1i要なもののみに|Ｉ(定すること。この見地からいわゆるリポー
ト・コントロールの↑１１度を孫川すること」〔(1)７９頁〕。
（２）「1942年述邦報〈Lf法」については，「|]水統計Ilill度11｝地史一統計委員会史
稿資料篇（111)」1963.3,191-193Ｊ〔，「諦外|工1における統計のIlill度と運
′灘」（その６）1979.3,133-138頁に)ｉｌｌ訳条文が掲救されている。なお，本
稿ではその条文表記を一部修､ﾐして仙)Ⅱした。
（３）1973年に行政1側1予鋤:庁統計政筑部が「連邦報ｆＷ《」のＭ|]にあたって
の業務手リ|書として作成した「統計恭介マニュアル（ClearanceOffice
Manual)」によれば，予算庁による稀在権限の及びうる範囲には，「jiM
I1ll・マニュアル等に含まれる報告を喪する事項とともに，手紙，冠報によ
る訓在，電話による訓在，面接調在」も含まれる〔(2)８頁〕。
（４）’三|本朧業ljIII,議会では法案の柵I}を一応歓迎しつつも，その適川が「統計
報告」のみに|ﾘﾐ定されたことに「失望の感を禁じえない」として，通)lliiiij
l1I1を拡大すること，除外報告に関しては政令に譲らず法律に明記するこ
と，といった{|参ＪＭｌＬ案を行っている。また提案に際しての法案の逐条説'ﾘ｝
に立った美濃部亮吉は，同法案が「1942ｲIえ連邦報告法」のように民１１１１の報
告１１胆の､降減と併せて事務の能率化を法の'三|的として細うには法案の内容
が著しく不ｲ)lliであるという委貝会説lﾘlを行うとともに，本来的には統計報
告だけでなく一般行政報告もまた法の適川範囲含めるべきとの立場を示し
ている。委lFj会群議も法の通１１１範|〃|を'''心に展|刑されたが，答弁にたった
入内兵衛は，「訓雅機|）Uにおける人貝のIlill約，審杏技術，さらには審介に
ⅡMする知識の､iでのｊｉＩ(iｲi11iが整わない下で対象範|)ilを一般報告まで拡張する
ことはかえって事務能率をⅢi1fしかねない」とし，また適川対象を統計報
〈!fに限定した班１１｣の説'ﾘlを求められた美波部は，「我々の持っている人貝，
能力その他を勘案して，先ず統計報告だけに限って始めて，そうしてそれ
からllI発して'''11次に馴れて来るに従って拡張する」として将来の一般報告
への拡張適川への含みを残している。「統計報告訓幣法」の成立維緯につ
いての詳細は，〔森(8)〕第７章IIIfiiを参'1((されたい。
（５）「1980年ペーパーワーク削減法」については，「諸外|正|における統計のIlill
度と述'嵩」（第１０恋）３Ｍ巻24-35r〔に邦訳条文が禍救されている。
（６）主任情報'｢1．（CIO）がIfi報収集プログラムから独立しており，怖報収集
案の請求の承認に'1Mして公平に評IIlliを~｢すことができること，辮森業務を
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効果的に遂行するのに十分な能力を備えている場合に，ＯＭＢ長官は審査
承認権限の行政機関等への委譲を行うことができる。また法の通)|)を受け
る行政機関が主任情報官に審査承認権限を与えることができない場合に
は，ＯＭＢ長官はその機関の長に権限を委譲する。
（７）現在は，行政臨察局（GoverlDmentAccountabilityOffice:ＧＡＯ）が同
法の運川状況についての監杏を実施している〔(18)〕。
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附属資料2002年秘密'１青報保護・統計効率化法
ＴＩＴＬＥＶＣＯＮＦＩＤＥＮＴＩＡＬＩＮＦＯＲＭＡＴＩＯＮＰＲＯＴＥＣＴＩＯＮＡＮＤ 
ＳＴＡＴＩＳＴＩＣＡＬＥＦＦＩＣｍＮＣＹ（ＰＵＢＬＩＣＬＡＷ１０７－３４７） 
ＳＥＣ、501．ＳＨＯＲＴＴＩＴＬＥ、
Ｔｈｉｓｔｉｔｌｅｍａｙｂｅｃｉｔｅｄａｓｔｈｅ“CollfidentiallnformationProtectionand 
StatisticalEfficiencyAｃｔｏｆ２００２"． 
ＳＥＣ、502．ＤＥＦＩＮＩＴＩＯＮＳ・
Ａｓｕｓｅｄｉｎｔｈｉｓｔｉｔｌｅ： 
(1)Ｔｈｅterm“agency''1neansanyentitythatfallswithinthedefinitionofthe 
term“executiveagency'，ａｓｄｅｆｉｎｅｄｉｎｓｅｃｔｉｏｎｌＯ２ｏｆｔｉｔｌｅ３１，UnitedStates 
Code,ｏｒ“agency''，ａｓｄｅｆｉｎｅｄｉｎｓｅｃｔｉｏｎ３５０２ｏｆｔｉｔｌｅ４4,UnitedStatesCode． 
(2)Ｔｈｅｔｅｒｍ“agent”、eansanindividual-
（A)（ｉ）whoisanemployeeofaprivateorganizationoraresearcheraffiliat‐ 
edwithaninstitutionofhigherlearning（includingapersongranted 
specialｓｗｏｒｎｓｔａｔｕｓｂｙｔｈｅＢｕｒｅａｕｏｆｔｈｅＣensusundersection23(c)of 
titlel3,UnitedStatesCode)，ａｎｄｗｉｔｈｗｈｏｍａｃｏｎｔｒａｃｔｏｒｏｔｈｅｒａgree‐ 
mentisexecuted，onatemporarybasis，byanexecutiveagencyto 
performexclusivelystatisticalactivitiesunderthecontrolandsupervi-
sionofanofficeroremployeeofthatagency； 
（ii)whoisworkingulldertheauthorityofagovernmententitywith 
whichacontractorotheragreementisexecutedbyanexecutiveagellcy 
toperformexclusivelystatisticalactivitiesunderthecontrolofanofficer 
oremployeeofthatagency； 
（iii)whoisaself-employedresearcher,aconsultant,acontractor,oran 
employeeofacontractor,alldwithwhomacontractorotheragreelnent 
isexecutedbyanexecutiveagencytoperformastatisticalactivityunder 
thecontrolofanofficeroremployeeofthatagency；ｏｒ 
（iv)ｗｈｏｉｓａｃｏｎｔｒａｃｔｏｒｏｒａｎｅｍｐｌｏｙｅｅｏｆacontractor,ａｎｄｗｈｏｉｓ 
ｅｎｇａｇｅｄｂｙｔｈｅａｇｅｎｃｙｔｏｄｅsigllormaintainthesystemsforhandlingor 
storageofdatareceivedunderthistitle；ａｎｄ 
（B)ｗｈｏａｇｒｅｅｓｉｎｗｒｉｔｉｎｇｔｏｃｏｍｐｌｙｗｉｔｈa1lprovisionsoflawthataffect 
informationacquiredbythatagency． 
(3)Ｔｈｅterm“businessdata”meansoperatingal1dfinancialdataandinforma‐ 
tionaboutbusinesses,tax-exemptorgallizations,andgovernmententities． 
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第５編2002年秘密情報保護・統計効率化法
第501条（法の略称）
本編は，「2002年秘辮Ii1i報保護・統計効率化法」と称することができる。
第502条（定義）
本編において，
(1)｢行政機関」とは，谷衆|玉|法典第31m鋪102条に＃,l定された「行政機関」又は
雛44編第3502条に規定された「行政機関」をいう。
(2)｢代理人」とは，
（A)（ｉ）民'''１機関の雁)１ＭＸは高等救育機関と迦携しているｲﾘ|:究者（｢合衆国
法典」鋪13編第23条(c)項のもとでセンサス局から特別契約の地位を与えら
れた個人を含む）であって，行政機関の職貝・雇用者の指揮監督の~｢で専
ら統計活''’１を行うために当該行政機関と一時rbな契約又は合意を結んでい
る者
(ii）その行政機関のjlllli風又は雇貝の指揮監督の下で専ら統計活動を行うた
めに行政機関と一時的な契約又は合意を結び政府機関の認定のもとにMil1い
ている者
(iii)Ｗ１究者，コンサルタント，請負人，請負人の扉１１j者であって，その行
政機関のl賊貝又は)１１１貝の指揮監督の下で専ら統計の活動を行うために行政
機関と一時的な契約又は介意を紬んでいる者，又は
（iv)請負人又は請負人の扉１１｣者であって，本細に基づいて得られたデータ
の処理あるいは保存のためのシステムの設計や維持のために機関によって
雇川されている者，及び
（B)その行政機関が収集した情報に関する法の全ての規定に従うことに書而に
よって同意する者
(3)｢経済データ」とは，企業，非課税組織，及び政府機関のiiIi動や財-務データ
及び`情報をいう。
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(4)Ｔｈｅterm“idel]tifiableform''meallsanyreprescntationofinformationthat 
permitstheidentityoftherespolldelDttowhomtheinfol･mationappliestobe 
reasonablyinferredbyeitherdirectorilldirectmeans． 
(5)Ｔｈｅｔｅｒｍ“nonstatisticalpurpose''一
（A)meanstheuseofdatainideIltifiabｌｅｆｏｒｍｆｏｒａｎｙｐｕｒｐｏｓｅｔｈａｔｉｓｎｏｔａ 
statisticall)urpose，includinganyadministrative，reglIlatory，lawellforce‐ 
ment,adjudicatory,orotherpurposethataffectstherights,privileges,or 
benefitsofaparticularidentifial)lerespon〔lent；ａｎｄ
（B)includesthedisclosureun(1ersectiolU5５２ｏｆｔｉｔｌｅ５,UnitedStatesＣｏｄｅ 
（popularｌｙｋｎｏｗｌｌａｓｔｈｅＦｒｅｅｄｏｌｎｏｆｌｎｆ()rmationAct）ofdatathatare 
acquiredforexclusivelystatisticall)urposesuIlderapledgeofcollfidential‐ 
ity． 
(6)Ｔｈｅｔｅｒｍ“respondent'，ｍｅａｎｓａｌ)ersonwho，ororganizationthat，is 
requestedorre〔luiredtosupplyillformationtoanagency,isthesubjectof
informationrequeｓｔｅｄｏｒｒｅｑｕｉｒｅｄｔｏｂｅｓｕｐｐｌｉｅｄｔｏａｎagency，orprovides 
thatillforlnationtoanagency． 
(7)Ｔｈｅｔｅｒｍ“statisticalactivities''一
（A)meansthecollection,compilation,processing,oranalysisofdatafol･the 
ｌ)urposeofdescribingormakil]gestin]atesconcernil1gthewhole，ｏｒｌ･ele‐ 
vantgroupsorcomponentswithin，ｔｈｅｅｃ(〕noｍｙ，society，orthenatural
environment；ａｎｄ 
（B)includesthedevelopmentofmethodsorresourcesthatsupportthose 
activities,suchaslneasurementmethods,models,statisticalclassifications， 
ｏｒｓａｍplillgframes． 
(8)Ｔｈｅｔｅｒｍ“statisticalagencyorunit''1neansallageIlcyororgallzational 
unitoftheexecutivebl･anchwhoseactMtiesarel)redominantlythecollec‐ 
tion，compilatioll，processing，oraI1alysis〔)ｆｉｎforlnationforstatisticalpur‐
poses． 
(9)Ｔｈｅｔｅｒｍ“statisticalpurpose''一
（A)meansthedescription,estimation，oranalysisofthecharacteristicsof 
groups，withoutidelltifyingtheindividualsororganizationsthatcomprise 
suchgroups;ａｎｄ 
（B)includesthedevelopment,implementation，Ｃｌ･maintenanceofmethods， 
technicaloradlninistrativeprocedures,ｏｒinformatiollresourcesthatsup‐ 
ｐｏｒｔｔｈｅｌ)urposesdescribedinsul)l〕aragraph(A)．
ＳＥＣ、５()３．Ｃ()()ＲＩ)IＮＡＴＩＯＮＡＮＤ（)ＶＩＤＲＳＩＧＩＩＴＯＦＰＯＬＩＣＩＥＳ．
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(4)｢識別可能」という)Ⅱ語は，直接的あるいはIlU接的手段によって，その情報
から特定の回答者を合理的に推断できる形で情報を表記することをいう。
(5)｢非統計的|=|的」という川語は，
（A)特定の識別可能な|Ⅱ1巻者の権利，特権，あるいは利益に影響するあらゆる
行政的，規IIil1，法の実施，裁定その他の｢li19を含め，統計'三l的以外のあらゆ
る目的に記名データを１１]いることをいい，また
(B)秘辮保護宣誓の下に専ら統計｢|的のために徴収したデータを，一般に「|青
報の自山法」として知られる本法第552条に従って開示すること，を含む。
(6)｢報告者」とは，個人あるいは組織で，行政機関に対して,情報の提供を求め
られ又は要請されている肴，行政機関への提供を求められ又は要請されている
情報の主体あるいは行政機DMにその情報を提供する者をいう。
(7)｢統計活動」という川語は，
（A)経済，社会もしくは'二1然環境の全休もしくは当該集団ないし職成要素に関
して，記述あるいは推計のためにデータを収集，編成，集計あるいは分析す
ることをいい，また
(B)測定法，モデル，統計分類，あるいはサンプリング・フレームといった諸
活動を支援する手法や手段を開発すること，を含む。
(8)｢統計機関又は部IIIl」とは，統計'二|的のための情報の収集，集計，力I1工ある
いは分析活動を１'１心的に行う行政機関あるいはその部'111をいう。
(9)｢統計目的」という川語は，
（A)集団を織成する個人や組織を特定化することなく，集lIlの特徴を記述し，
推計し，または分析することをいい，また
(B)上記(A)に述べた|=|的のための，ノノ法の開発，通)１１，維持，技術的あるいは
行政的手続き，あるいは情報資源を含む。
第503条（政策の調整と監督）
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(a)ＩＮＧＥＮＥＲＡＬ‐TheDirectoroftheOfficeofManagementandBudget 
shallcoordinateandoverseethecollfidentialityanddisclosurepoliciesestab‐ 
lishedbythistitle・TheDirectormaypromulgaterulesorprovideother
guidallcetoensureconsistentinterl〕retationofthistitlebytheaffecteｄ
agencles． 
(b)ＡＧＥＮＣＹＲＵＬＥＳ‐Subjecttosubsection(c),agenciesmaypromulgate 
rulestoimplelnentthistitle・Rulesgoverning〔1isclosuresofinformationthat
areauthorizedbythistitleshallbeprolnulgate〔1bytheagencythatoriginally
collectedtheinformation． 
(c)ＲＥＷＥＷＡＮＤＡＰＰＲＯＶＡＬＯＦＲＵＬＥＳ.‐TheDirectorshallreviewany 
rulesｐｒｏｐｏｓｅｄｂｙａｎagencypursuanttothistitleforconsistencywiththe 
provisionsofthｉｓｔｉｔｌｅａｎｄｃｈａｐｔｅｒ３５ｏｆｔｉｔｌｅ４４,UnitedStatesCode,andsuch 
rulesshallbesubjecttotheapprovaloftheDirector． 
(d)ＲＥＰＯＲＴＳ.‐ 
(1)TheheadofeachagencyshallprovidｅｔｏｔｈｅＤｉｒｅｃｔｏｒｏｆｔｈｅＯｆｆｉｃｅｏｆ 
ＭａｎagementandBudgetsuchrel〕ortsandotherillformationastheDirec‐
ｔｏｒｒｅｑｕｅｓｔｓ． 
(2)EachDesignatedStatisticalAgellcyreferredtoinsection522shall 
reportannuallytothel)irectoroftheOfficeofManagementandBudget， 
theCommitteeollGovernmentReformoftheHouseofRepresentatives， 
ａｎｄｔｈｅＣｏｍｍｉｔｔｅｅｏｎＧｏｖｅrnmentalAffairsoftheSenateontheactionsit 
hastakentoimplementsections523and524､Thereportshallincludecopies 
ofeachwrittenagreemententeredintopursuanttosectioll524(a)forthe 
applicableyear． 
(3)ＴｈｅＤｉｒｅｃｔｏｒｏｆｔｈｅＯｆｆｉｃｅｏｆＭａｎａgementandBudgetshallincludea 
suｍｍａｒｙｏｆｒｅｐｏrtssubmittedtotheDirectorunderparagraph（２）ａｎ(ｌ 
ａｃｔｉｏｎｓｔａｋｅｎｂｙｔｈｅＤｉｒｅｃｔｏｒｔｏａｄvancethepurposesofthistitleinthe 
annualreporttotheCongressonstatisticalprogramspreparedunder 
section3504(e)(2)ｏｆｔｉｔｌｅ４４，UnitedStatesＣｏｄｅ 
ＳＥＣ、504．ＥＦＦＥＣＴＯＮＯＴＨＥＲＬＡＷＳ．
(a)ＴＩＴＬＥ４４,ＵＮＩＴＥＤＳＴＡＴＥＳＣＯＤＥ.‐Thistitle,includingalnendlnents 
madebythistitle,doesnotdiminishtheauthorityundersection3510oftitle 
44，UnitedStatesCode，ｏｆｔｈｅＤｉｒｅｃｔｏｒｏftheOfficeofManagementaI1(I 
Budgettodirect,ａｎｄｏｆａｌＩａｇ【ｅｌｌｃｙｔｏｍａｋｅ,disclosuresthatarenotinconsist‐
entwithanyapplicablelaw． 
(b)ＴＩＴＬＥｌ３ＡＮＤＴＩＴＬＥ４４,ＵＮＩＴＥＤＳＴＡＴＥＳＣＯＤＥ‐Thistitle,includ. 
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(a)総論行政管理予算庁長官は，本編が規定する秘密保護並びに開示政策に
ついての調整と監督を行わなければならない。長官は，その適用を受ける行政
機関が本編を正しく解釈するためにlliu1llを定め又はその他の指針を提供するこ
とができる。
(b)行政機関の規則副条(c)に従い，行政機関は，本編をＩ役行するために規則
を定めることができる。本編に依拠した`情報の開示に適川される規Ｈ１｣は，その
情報の原収集機関によって制定されなければならない。
(c)規則の見直しと承認長官は，本編並びに合衆|玉|法典第44編第35章の諸規
定と整合的に本編に従って行政機関によって提案された全ての規MIIの見直しを
行い，それらの規HlIは長官による承認を受けるものとする。
(d)報告
(1)各機関の長は，長官が求める報告その他の情報を行政管理予算庁長官に提
出しなければならない。
(2)第522条に関わる指定統計機関は，第523条及び第524条を履行するために
とった行為について，毎年，行政管理予算庁長官，下院政府改革委員会，及
び｣二院政府問題委員会に報告を行わなければならない。その報告には，第
524条(a)に従い，週Ⅱ}年次に効力を持つ合意文書を含めなければならない。
(3)行政管理予算庁長官は，第(2)項により長官に提lllされた報告並びに合衆国
法典第44編第3504条(e)(2)項の下に作成された統計政策についての連邦議会へ
の年次報告の中に本編のl]的を推進するために長官によってとられた行動の
要約を含めなければならない。
第504条他の法への影響
(a)合衆国法典第44編本編並びに本編によってなされた修正は，他のいかな
る関連法規にも抵触しないl｝M示について，谷衆|正|法典第44編第3510条に基づく
行政管１１１１予算庁長官の命令権限及び行政機関によるその実施樅限を減ずるもの
ではない．
(b)合衆国法典第13編及び第44編本編illZぴに本緬1によってなされた修正は，
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ingamendmentsmadebythistitle，（loesnotdiminishtheauthorityofthe 
BureauoftheCensustoprovideinformationinaccordancewithsections8,16, 
301,ａｎｄ４０１ｏｆｔｉｔｌｅｌ３,UnitedStatesCode,andsectioll2108oftitle44,United 
StatesCode． 
(c)ＴＩＴＬＥ１３，ＵＮＩＴＥＤＳＴＡＴＥＳＣＯＤＥ.‐Thistitle，includingamendments 
madebythistitle，shaⅡnotbeconstruedasauthorizingthedisclosurefor 
nollstatisticalpurposesofdemographicdataorinforlnationcollectedbythe 
CensusBureaupursuanttosection9oftitlel3，UIlitedStatesCode． 
(｡)ＶＡＲＩＯＵＳＥＮＥＲＧＹＳＴＡＴＵＴＥＳ.‐Dataorinformationacquiredbythe 
EnergylnformationAdministrationunderapledgeofconfidentialityand 
desigllate(lbytheEnergylnformationAdmillistrationtobeusedforexclu‐ 
sivelystatisticalpurposesshallnotbedisclosedinidentifiableformfor 
nonstatisticalpurl)osesuI]der‐ 
(1)sectionl2,20,ｏｒ５９ｏｆｔｈｅＦｅｄeralEnergyAdministrationActofl974（１５ 
ＵＳＣ771,779,790h)； 
(2)sectiolllloftheEllergySul)plyandEllvironlnentalCoordillationActof 
l974（ｌ５ＵＳＣ７９６)；ｏｒ 
(3)section205or407oftheDepartmelltoftheEnergyOrganizationActof 
l977（４２ＵＳＣ､7135,7177)． 
(e)ＳＥＣＴＩＯＮ２０１０ＦＣＯＮＧＲＥＳＳＩＯＮＡＬＢＵＤＧＥＴＡＣＴＯＦ１９７４．‐This 
title,includingamendmentsmadebythistitle,shallnotbecollstruedtolimit 
anyauthoritiesoftheCoIugressionalBudgetOfficetowork（consistentwith 
lawsgoverningtheconfidentialityofinformationthedisclosureofwhich 
wouldbeaviolａｔｉｏｎｏｆｌａｗ）withdatabasesofDesignatedStatistical 
Agencies（asdefille〔linsection522),eitherseparatelyor,fordatathatmay
besharedpursuantｔｏｓｅｃｔｉｏｎ５２４ｏｆｔｈｉｓｔｉｔｌｅｏｒｏｔｈｅｒauthority,jointlyin 
ordertoimprovethegeneralutilityofthesedatabasesforthestatistical 
purposeofanalyzinｇｐｅｎｓｉｏｎａｎｄｈｅａｌｔｈｃａｒｅｆｉｎａｎｃｉｎｇissues． 
(f)ＰＲＥＥＭＰＴｌＯＮＯＦＳＴＡＴＥＬＡＷ．‐NothilIginthistitleshallpreempt 
applicableStatelawregardingthecoI1fidentialityofdatacollectedbythe 
States． 
(9)ＳＴＡＴＵＴＥＳＲＥＧＡＲＤＩＮＧＦＡＬＳＥＳＴＡＴＥＭＥＮＴＳ.‐ 
NotwithstaIldingsection512，inforInationcollectedbyanagellcyforexclu-
sivelystatisticalpurposesunderapledgeofconfidentialitymaybeprovided 
bythecollectingagencytoalawenforcemel1tagencyfortheprosecutionof 
submissiollstothecollectillgagencyoffalsestatisticalinformationunder 
statutesthatauthorizecrimillalpenalties（suchassection221oftitlel3， 
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合衆国法典第１３編第８条，館16条，第301条，及び第301条並びに合衆国法典第
44編第2108条に従って情報の提供を行うセンサス局の椛限を減ずるものではな
い。
(c)合衆国法典第13編本編並びに本編によってなされた修Ⅱ[は，合衆国法』Ｕ
第１３編第９条によりセンサス局が収集した人｢'に関するデータ又は情報の統計
以外の目的への|｝M示を認めるものと解釈してはならない。
(d)種々のエネルギー法令秘密の保誠の宣言の下にエネルギー情報局
(EnergylnformationAdministratio､）が収集し，同局が専ら統計[ｌ的にのみ
使川すると指定したデータ又は情報は，以下の諸規定に従い統計以外の'三Ｉ的の
ために識別可能な形態で開示してはならない。
(1)1974年連邦エネルギー同法節12条，第20条，又は第５9条（合衆国法典第１５
編館771条，第779条，第790条ｈ項）
(2)1974年エネルギー供給及び環境調整法第11条（合衆国法典策15編第796条）
又は，
(3)1977年エネルギーiill織省法第205条又は第407条（合衆国法典第42編第7135
条，第7177条）
(c)1974年議会子算法第201条本編JllZぴに本j編によってなされた修正は，議
会予算局が（その開示が法律違反となる情報の秘密保謹規定している諸規定と
整合的な）（第522条の規定による）指定統計機関のデータベースを単独で，あ
るいは本編第524条によって共有されるデータとして)Ⅱいるいかなる権限も，
また年金並びに健康保健財政'111題の統計的分析のためにこれらのデータベース
の一般的な有効性改善のためにあわせて)Ⅱいる椛限を減ずるものと解釈しては
ならない。
(f)州法の優先通)Ⅱ本編に規定するいかなる事頂も，リ'1､|が収集したデータの
秘密保謎に関して通)1]される州法に優先週)Ⅱしてはならない。
(9)虚偽の陳述に関する規定第512条の規定にかかわらず，秘密の保護の宣
言の下に専ら統計|]的のために行政機関によって収集された情報について，収
集機関は，そういった開示あるいは使)１１が連邦法規によって禁止されていない
場合，収集機関は刑事罰を規定した法律（例えば，合衆国法典第13編第221条）
あるいは虚偽の統計情報の提供に関わる民事罰により，虚偽の統計情報の収集
機関への提供に関する訴追のためにこれを司法機関に提供することができる。
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UnitedStatesCode）orcivilpenaltiesfortheprovisionoffalsestatistical 
inforlnatio､，ullIesssuchdisclosureorusewouldothelwisebeprohibited 
underFederallaw． 
(h)ＣＯＮＳＴＲＵＣＴＩＯＮ.‐Nothinginthistitleshallbeconstruedasrestricting 
ordiminishinganyconfidentialityprotectionsorpenaltiesforullauthorized 
disclosurethatothelwiseapplytodataoriIlformationcollectedforstatistical 
purposesornonstatisticalpurposes,including,ｂｕｔｎｏｔｌｉｍｉｔｅｄｔｏ,section6103 
ofthelnternalRevelluｅＣｏｄｅｏｆｌ９８６（２６ＵＳＣ､6103)． 
(i)ＡＵＴＨＯＲＩＴＹＯＦＣＯＮＧＲＥＳＳ.‐Nothingillthistitleshallbeconstruedto 
affecttheauthorityoftheCongress，illcludillgitscomlnittees，members，or 
agents,toobtaindataorinforlnationforastatisticalpurpose,includingfol・
oversightofanagency'sstatisticalactivities． 
ＳＵＢＴＩＴＬＥＡＣＯＮＦＩＤＥＮＴＩＡＬＩＮＦＯＲＭＡＴＩＯＮＰＲＯＴＥＣＴＩＯＮ 
ＳＥＣ、５１１．ＦINI〕ＩＮＧＳＡＮＤＰＵＲＰＯＳＥＳ．
(a)ＦＩＮＤＩＮＧＳ.‐TheCongressfindsthefollowing： 
（１）IIldividuals,businesses,andotherorganizationshavevaryi､gdegreesof 
legalprotectionwhenl)rovidinginforlnationtotheagenciesforstrictly 
statisticalpurposes． 
(2)Pledgesofconfidelltialitybyagenciesprovideassurancestothepublic 
thatinformationaboutindividualsororganizationsorprovidedbyindivid‐ 
ualsororganizationsforexclusivelystatisticalpurposeswillbeheldin 
confidenceandwillnotl)eusedagainstsuchindividualsororgal1izationsin 
anyagencyactio､． 
(3)Ｐｒotectingtheconfidelltialityinterestsofindividualsororganizations 
whoprovideinformationunderapledgeofconfidentialityforFederal 
statisticalprogramsservesboththeinterestsofthepublicandtheneedsof 
society． 
(4)DecliningtrustofthepuI)licintheprotectionofillformationprovided 
ullderapledgeofconfidentialitytotheagenciesadverselyaffectsboththe 
accuracyandcompletenessofstatisticalanalyses． 
(5)Ensuringthatinformatiollprovidedunderapledgeofcollfidentialityfor 
statisticalpurposesreceivesprotectionisessentialincontinuingpublic 
cooperationillstatisticalprograms． 
(b)ＰＵＲＰＯＳＥＳ‐Thepurposesofthissubtitlearethefollowing： 
(1)Ｔoensurethatinformationsuppliedbyindividualsororganizationsto 
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(h)解釈本編に規定するいかなる事項も，1986年内|工1歳入法3166103条（合衆
国法典第26編第6103条）だけでなくそれを含め，統計I｣的あるいは統計以外の
[Ｉ的で収集されたデータ又は情報に適川されるいかなる秘密保謎あるいは無許
可開示に対する罰I1llをIlilIlIAあるいは減じるものと解釈してはならない。
(i)議会の権限本綱に規定するいずれの事項も，委員会，議会貝あるいはそ
の代理人を含め議会が，行政機関の統計活動の監視のためのものを含め，統計
目的のためにデータ又は情報を得るための権限に影響するものと解釈してはな
らない。
副編Ａ秘密情報の保護
第511条（評決及び目的）
(a)評決議会は以下の評決を行う。
(1)個人，企業，及びその他のjllll紬は，行政機関に対し統計'二|的にＩＩＬって情報
を提供する際に，腿度を異にする法的保証を有する。
(2)行政機関による秘密保趣の誓約は，個人あるいはｊＩｌⅡ紬に関する情報又は専
ら統計目的のために佃１人あるいは組織によって提供された情報が安全に保管
され，当該の伯|人やjIlll織に反するいかなる行政機|判の行為にも仙川されない
ことを国民に保証する。
(3)連邦統計のために秘密保謎の誓約の下に情報を提供する佃1人又は組織の秘
密の保護という利茄の保証は，｜工|民の利益並びに社会のニーズの双方にかな
うものである。
(4)行政機関に対して秘密保謎の誓約の下に提供された'情報の保繊に対壜する国
民の信頼の低下は，統計分析のI[lWi:性並びに完全性をいずれも損なうもので
ある。
(5)統計目的のために秘密保謹の誓約の下に提供された情報のｲｉｌｌ１ｉ突な保護を行
うことは，統計がり|き続き|正|民の協力を得るために不可欠である。
(b)'三Ｉ的本刑編は次の'三Ｉ的を持つ。
(1)秘密保護の誓約の下に統計'二Ｉ的でｲldl人又は組織から機関に対して提供され
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anagencyforstatisticalpurposesunderal〕ledgeofconfidentialityisused
exclusivelyforstatisticalpurposes． 
(2)Toensurethatindividualsororganizationswhosupplyinformation 
underapledgeofconfidelltialitytoageluciesforstatisticalpurposeswiIl 
lleitherhavethatinformationdisclosedinidentifiableformtoanyonenot 
authorizedbythistitlenorhavethatinformationusedforanypurpose 
otherthanastatisticalpurpose． 
(3)TosafeguardtheconfidentialityofiIDdividuallyidentifiableillformation 
acquiredunderapledgeofconfidentialityforstatisticalpurposesby 
controllingaccessto，ａｎｄｕｓｅｓｍａｄｅｏｆ,suchinformatiolL 
ＳＥＣ、512．ＬＩＭＩＴＡＴＩＯＮＳＯＮＵＳＥＡＮＩ）Ｉ)ＩＳＣＬＯＳＵＲＥＯＦＤＡＴＡＡＮＤ
ＩＮＦＯＲＭＡＴＩＯＮ． 
(a)ＵＳＥＯＦＳＴＡＴＩＳＴＩＣＡＬＤＡＴＡＯＲＩＮＦＯＲＭＡＴＩＯＮ‐Dataorinforma‐ 
tionacquiredbyanagencyunderapledgeofconfidentialityandforexclu‐ 
sivelystatisticalpurposesshallbeusedbyofficers，employees，oragentsof 
theagencyexclusivelyforstatisticalpurposes． 
(b)ＤＩＳＣＬＯＳＵＲＥＯＦＳＴＡＴＩＳＴＩＣＡＬＤＡＴＡＯＲＩＮＦＯＲＭＡＴＩＯＮ.‐(1)Data 
orinformationacquiredbyanagencyunderapledgeofconfidentialityfor 
exclusivelystatisticalpurposesshaⅡnotbedisclosedbyallagencyinidentifi-
ableform,foranyuseotherthanallexclusivelystatisticalpurpose,except 
withtheinformedconsentｏｆｔｈｅｒｅｓｌ)ondent． 
(2)Adisclosurepursuanttoparagral)ｈ(1)isauthorizedonlywhenthehead 
oftheagencyapprovessuchdisclosureandthedisclosureisnotprohibiteｄ 
ｂｙａｎｙｏｔｈｅｒｌａｗ． 
(3)Thissectiolldoesnotrestrictordiminishanyconfidentialityprotections 
inlawthatotherwiseapl)lydataorinformationacquiredbyanagency 
underapledgeofcollfidentialityforexclusivelystatisticalpurposes． 
(c)ＲＵＬＥＦＯＲＵＳＥＯＦＤＡＴＡＯＲＩＮＦＯＲＭＡＴＩＯＮＦＯＲＮＯＮＳＴＡＴＩＳ 
ＴＩＣＡＬＰＵＲＰＯＳＥＳ.-Astatisticalagellcyorunitshallclearlydistillguishany 
dataorillformationitcollectsfornolDstatisticalpurposes（asauthorizedby 
law）andprovidenoticetothel)ublic，beforethedataorinformationis 
collected，thatthedataorinformationcouldbeusedfornonstatistical 
purposes． 
(d)ＤＥＳＩＧＮＡＴＩＯＮＯＦＡＧＥＮＴＳ.‐Astatisticalagencyorunitmaydesig‐ 
nateagents,bycontractorbyenteringintoaspecialagreementcontaining 
theprovisiollsrequiredulldersectioll502(2)fortreatmentasanagentunder 
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た怖報がVjiら統計'三|的にのみ仙川されるのを保証すること。
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(2)秘密保識の誓約の下に統iiIl=I的でＩ|/j1人又はjlIlI紬から機|Ｍ１に対して提供され
た情報が，本編により怖'！(を付与･されていないいかなる折にも識》Ｉできる形
で怖報がlllj示されないこと，また統計|]的以外のいかなる'三|的にも仙)'1きれ
ないことを保証すること。
(3)秘辮保謹の誓約の下に統計ⅢIOでｲﾘLられたＩｌ,'j1人がiiMlできるI11i報へのアク
セス及びその便)Uを↑細!することにより，その秘密を保漣すること。
第512条（データ及び情報の使用並びに開示の制限）
(a)統計データ又はWi報の仙川秘密保護の誓約の下に]ﾘ!(ら統計'三li1<)のために
機Ⅲ1によって収集されたデータ又は怖報は，ＫＩｊｉら統計|｣｢I<jのためにのみ行政機
IjL1の]Ｉ峨貝，）ii1風，又は代１１'1人によって仙川される。
(1))統計データ及びWijliIiの|ﾙﾙj《
(1)秘密保謹の誓約の下にM〔ら統計|]的のために行政機ＩＭＩが'|)(jlきしたデータ又
はｉｆ報は，｜Ⅱ|答打によるzllliIiの同意がある場合を除きハＩｊｉら統計'二|的以外の
いかなる'三|的に対しても，イ丁政機'1MによってiiWl可能なIi1i報はllll示されては
ならない。
(2)(1)Jr〔による開示は，行政機ljL1の長がかかるＩ)}l示を許TilしかつＩ)'１ホが他のい
かなる法制1によっても禁じられていない場合にのみ許可される。
(3)本条は，ざもない場合にW【ら統計|=I的のために秘辮保繊の舞約の下に行政
機|此]が収架したデータ又はl1li報にjllm川される法のいかなる秘密の保謹をIlilllI（
したり又は減ずるものではない。
(c)統計以外の|]的へのデータ又は怖報の使川に|叫Ｉする川,'1１１１統計機関又は部
'''１は，（法によって認められる）統計以外のｌ－ＩｉＩＯのために収集するデータやＩｉＩｉ
報をlﾘl雌に区別し，データやｌＩＩｊ]IiMの収集iiilに，そのデータや↑iIi報が統計以外の
'二|的に仙川されうることをlIllGに知らせなければならない。
(｡)代皿人の指定統計機'1ｌｘは部'''１は，契約ｵＩＬ〈はﾉM11Iiに１１，l定されたIlillll（
及び鮒I1Iに従い，姉5()2条(2)によりR|,〔ら統計活1肋を遂行できる代1111人に求めら
れる規定を含む特ylIな介意を締緋することによって代ｲ:｢打を指定することがで
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thatsection,whomayperforlnexclusivelystatisticalactivities,subjecttothe 
limitationsandpenaltiesdescribedinthistitle． 
ＳＥＣ513．ＦＩＮＥＳＡＮＤＰＥＮＡＬＴｍＳ･ 
Whoever,beinganofficer,elnployee，oragentofanagencyacquiringinfor‐ 
matiollforexclusivelystatisticalpurposes,havingtakenandsubscribedthe 
oathofoffice,orhavingsworntoobservethelimitationsimposedbysection 
512,comesintopossessionofsuchillｆｏｒｍａｔｉｏｎｂｙｒｅａｓｏｎｏｆｈｉｓｏｒｈｅｒｂｅｉng 
anofficer,employee,oragentalld,knowingtbatthedisclosureofthespeCific 
informationisprohibitedundel･theprovisionsofthistitle,willfulIydiscloses 
theinformatｉｏｎｉｎａｎｙｍａｎｎｅｒｔｏａｐｅｒｓｏｎｏｒａｇｅｎｃynotentitledtoreceive 
it,ｓｈａｌｌｂｅｇｕｉｌｔｙｏｆａｃlassEfelonyandimprisonedfornotmorethan5years， 
ｏｒｆｉｎｅｄｎｏｔｍｏｒｅｔｈａｎ＄250,000,ｏｒboth． 
SＵＢＴＩＴＬＥＢＳＴＡＴＩＳＴＩＣＡＬＥＦＦＩＣＩＥＮＣＹ 
ＳＥＣ、521．ＦＩＮＤＩＮＧＳＡＮＤＰＵＲＰＯＳＥＳ．
(a)ＦＩＮＤＩＮＧＳ.、TheCongressfindsthefollowing：
(1)Federalstatisticsarealliml)ortantsourceofinformationforpublicand 
privatedecision-makerssuchaspolicymakers,collsumers,business,inves‐ 
tors,andworkers． 
(2)Federalstatisticalagenciesshouldcontinuouslyseektoimprovetheir 
efficiency・Statutoryconstraintslilnittheabilityoftheseagenciestoshare
dataandthustoachievehigherefficiencyfolFederalstatisticalprograms． 
(3)ThequalityofFederalstatisticsdependsonthewillingllessofbusinesses 
torespondtostatisticalsurveys・Reducingreportingburdenswillincrease
responserates,andthereforeleadtomoreaccuratecharacterizationsofthe 
econo1ny． 
(4)Ellhancedsharingo［businessdataamongtheBureauoftheCensus,the 
BureauofEconomicAnalysis，andtheBureauofLaborStatisticsfor 
exclusivelystatisticalpurposeswillimprovetheirabilitytotrackmore 
accuratelythelargeandrapidlychangingnatureofUnitedStatesbusiness・
Inparticular，thestatisticalagelIcieswillbeabletobetterensurethat 
businessesareconsistentlyclassifiedinappropriateindustries,resolvedata 
anomalies,producestatisticalsamplesthatareconsistentlyadjustedforthe 
enｔｒｙａｎｄｅｘｉｔｏｆｎｅｗｂｕｓｉｎｅｓｓｅｓｉｎａｔｉmelymanner，andcorrectfaulty 
reportingerrorsquicklyandefficiently． 
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きる。
第513条（罰金及び刑罰）
局の宣誓に署名し，又はjlnj512条が課すIlilllU(遵守の誓約を行ったjIMi風，雇員，
又は代I1I1機関の代LⅡ1人でJA〔ら統計'二Ｉ的でI11j報の収集を行う判で，その肴がlliUl
Li，加川，又は代11'1人であることからかかる怖報を保有するにいたった肴で，
'111ｲ｢の情報の漏洩が本法の諸jA定によって禁j'二されていることを知っている稀
が，それを受け取る溢格をｲ]しないｲlBil人又は機関にいかなる)|ソ態によってもＷｊ
報をiIil〔意に漏洩した場合，Ｅ級犯として５ｲ|え以下の懲役，又は250,000ドル以
下の罰金，若しくはそのｲﾙ科に処するものとする。
副編Ｂ統計的効率
第521条（評決及び目的）
(a)評決議会は以下を評決する。
（１）連邦統計は，政簸立案打，ＩＷｉ料，企業，投資家，及び労(伽行といった公
「|<Ｍぴに私的な慾ALI決定を行う者にとっての１回婆な'洲Ｉの洲ﾙLである。
(2)迎邦統計機関は，その効率性の改蕃をリ|き続き追及しなければならない。
諸機関によるデータの共ｲ｢]liiぴにそれによる連邦統計のよ'川.ljい効率性の達
成のlIl度については，Ilill定法の規定によるものとする。
(3)連邦統計の,ＭＩＩは，統計訓森にｌｍｌ巻する企業のM1,ﾉﾉ仁依ｲi:する。報告full
の1隆減は，ｌｍＩ溶率をWjllさせ，それにより経済のよりjli｛ｉｌｉな特徴を与えるこ
とになるであろう。
(4)専ら統計的'二ＩｉＩ９のためのセンサス局，経済分析局，それにﾂﾅIlill経済局のlIU
の経済データの上ｲ｢の強化は，谷衆|正|維済の巨大かつ急激に変貌する`ＭＴを
より川iiliiに追跡する能ﾉﾉを改神するであろう。とりわけ，統計機UMは，企業
が過IjUな雌業に分り$iされるのを－１ti{illii火にし，データのＪ,ViliをｉＷｉｌｉし，新た
な企業の参入及び辿}|}を通ﾉl11Jiilli笑に訓終した統計標本をW,|i成し，誤った報告
ミスを迅速かつ効采的に訂J1主ことができるであろう。
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(5)TheCoI1gresseIlactedthelnterIlati()I1allnvestmentandTradeinSer‐ 
ｖｉｃｅｓＡｃｔ（)ｆｌ９９０ｔｈａｔａⅡowedtheBureauoftheCensus，ｔｈｅＢｕｒｅａｕｏｆ 
Ｅｃ()nomicAIlalysis，ａｎｄｔｈｅＢｕｒｅａｕｏ（Lal)ｏｒStatisticstosharedataon 
foreig⑪ownedcompallies・ＴｈｅＡｃｌｎｏｔ（)Illyexl)andeddetailedindustry
coveragefrolnl35industriesto()ver80(）ｉｎ(Iustrieswithnoincreaseillthe 
ｄａｔａｃ()IIecte(Ifromrespolldentsbutals(）demonstratedhowdatashariI1g 
caIlresultiI1thecreationofvaluabledatal)1．()〔lucts．
(6)Witllsul)titleAofthistitle，ｔｈｅｓｌｌａｒiIlgo［１)usiI1essdataamongthe 
BureauoftheCensus,ｔｈｅＢｕｒｅａｕｏ［ＥＣ()nomicAI1alysis,ａｎｄｔｈｅＢｕｒｅａｕｏｆ 
Ｌａｌ)orStatisticscolltiI1uestoensu1℃thehighestlevelofcollfidentialityfor 
resl)CID〔IentstoStatistiCalsUrveys．
(1))ＰＵＲl)ＯＳＥＳ‐Ｔｈｅpull〕osesoｆｌｈｉｓｓｕｌ)titlearethefollowing：
(1)Ｔｏａｕｔｈ()rizethesharingofl)usiI1essdataamongtheBureauofthe 
Census,ｔｈｅＢｕｒｅａｕｏ［EconolnicAl1alysis,ａＩＤｄｔｈｅＢｕｌ･eauofLaborStatis‐ 
ticsforexclusivelystatisticalpurp()ses． 
(2)Toreducetllepapel･workburdellsiml〕()se〔1（)Ilbusinessesthatprovi〔ｌｅ
ｒe〔luestedillf()rInatiolltotheFederal（)()vcrnIllellt．
(3)ToiInl)rovethecolllparal)ilityandaccur〔ｌｃｙｏ［Ｆｅ〔leraleconomicstatis‐
ticsl)ｙａⅡ()wingtheBureauoftheCensus,theBureauofEconomicAnaly‐ 
ｓis,ａｎ(|theBureauofLaborStatisticstoul〕datesampleframes,develol）
collsisteIltclassi(icatiollsofestal)IishmeI】ｔｓａｎｄｃｏｍｌ)aniesilltoindustl･ies，
improvecovel･age,andreconcilesignificantdiffel･encesindatal)roducedl)y 
thethreeagencies． 
(4)ToincreaseullderstandingoftheUI1ite(lStateseconomy,especially（ｏｒ 
ｋｅｙｉＩｌ(1ustryalldregiolualstatistics,todevel()1）moreaccuratelneasureso（ 
ｔｈｅｉｍｐａｃｔ（)ftechnologyonpro(Iuctivitygr()wth，alldtoenhancethe 
relia1)ility（)ftheNatioI1'smostilnl)ortantcc()ID()ｍｉｃｉｎ(1icators,ｓｕｃｈａｓｔｈｅ 
ＮａｔｉｏＩｌａｌｌｎｃ()ｍｅａＩ１ｄＰｒｏ(IuctAccoullts． 
ＳＥＣ、５２２．１〕ＥＳＩＧＮＡＴＩＯＮＯＦＳＴＡＴＩＳＴＩＣＡＬＡＧＥＮＣＩＥＳ・
Ｆｏｒl)urposesofthissubtitle,ｔｈｅｔｅｒｍ“l)esigll;ltedStatisticalAgellcy'，means 
eachofthefollowillg： 
(1)ＴｈｅＢｕｒｅａｕｏｆｔｈｅＣｅｌＤｓｕｓｏ［ｔｈｅｌ)Cl〕a1.tｍｅｎｔ（)fCommerce．
(2)ＴｈｅＢｕｌ･eauofEconomicAllalysis()［ｔｈｅｌ)epartmentofCommerce． 
(3)ＴｈｅＢｕ1℃auofLaborStatistics()［ｔｈｅｌ)el)artmentofLabor． 
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(5)議会は，センサス局，絲済分析局，それに労働経済局が外国締企業に関す
るデータの共有を認める1990年|正|際投資並びにサービスj､商法をIlill定した。
同法は，回答者から収集するデータを墹加させることなしに，詳細雄業の範
囲を135から80Ｍ：業以_上に拡大するだけでなく，データの共ｲ｢がｲ丁効なデー
タ結采をいかに作りⅡ}すかを示すものである。
(6)本編の副編Ａによって，センサス局，維済分析局，それに労働経済局のllM
の経済データの共ｲ｢は，統計調査に対する回答者の},綿ルベルの秘密保護を
ﾘ|き続き保証する。
(b)し|的本副緬は次の'=|的を持つ。
(1)センサス局，経済分析局，及び労Ili1)統計局の'''1で専ら統計的'二'的のための
経済データ共有の椛限を付与すること。
(2)連邦政府が維済界に求める'lili報提供に係る事務処jul1fl祖を'1111城すること。
(3)センサス局，経済分析局，及び州釛統計局が，標本フレームを史新し，事
業所並びに企業の整合的な雌業分類を推進し，カバレッジを改善し，３機関
が作成するデータの|Ⅱ|の深刻な差異を解1MＩすることにより，連邦紙済統計の
比較可能性及びI[ｲｉｉｉ性を故稗すること。
(4)谷衆'五1経済，特にJiL幹産業や地域統計についての把撚を改善すること，上上
産性向上への技術の彩製ＩについてのよりIJiili;な計illll方法を|}'１発すること，及
び国民所得と生産１Ｍ)定といったllilの最も重要な経済折標の信)lilH性を向_上させ
ること。
第522条統計機関の指定
本副編において「指定統計機側とは以下の諸機関をざす。
(1)商務省センサス局
(2)商務省経済分析局
(3)労働省労働統計局
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ＳＥＣ、523．ＲＥＳＰＯＮＳＩＢＩＬＩＴＩＥＳＯＦＤＥＳＩＧＮＡＴＥＤＳＴＡＴＩＳＴＩＣＡＬ
ＡＧＥＮＣｍＳ・
ＴｈｅｈｅａｄｏｆｅａｃｈｏｆｔｈｅＤｅｓｉｇｎａｔｅｄＳｔatisticalAgenciesshall‐ 
(1)identifyopportunitiestoeliminateduplicationandothelwisereducereport‐ 
ｉｎｇｂｕｒｄｅｎａｎｄｃｏｓｔｉｍｐｏｓｅｄｏｎｔｈｅｐｕblicinprovidinginformationfor 
statisticalpurposes； 
(2)enterintojointstatisticalprojectstoimprovethequalityandreducethe 
costofstatisticalprograms;ａｎｄ 
(3)protecttheconfidentialityofilldividllallyi〔Ielltifiableinformationacquired
forstatisticalI)urposesl)yadheringtosafeguardprinciples,illcluding-
（A)emphasizingtotheirofficers,employees,andagentstheimportanceof 
protectingtheconfidentialityofinformatioIlil1caseswheretheidentityof 
individualrespondentscanreasollablybeinlerredbyeitherdirectorin‐ 
directmeans； 
（B)trainingtheirofficers,employees,alldagentsintheirlegalobligationsto 
protecttheconfidentialityofindividuallyidentifiableinformationandin 
theproceduresthatmustbefollowedtoprovideaccesstosuchinformation； 
（C)implemelltiIlgapprol)riatemeasurestoassurethel)hysicalandelectronic 
securityofconfidelltialdata； 
（D)establishillgasystemofrecordsthatidentifiesindividualsaccessing 
confideI1tialdataandtheprojectforwhichthedatawererequired;ａｎｄ 
（E)beingpreparedtodocumenttheircompliallcewithsafeguardprinciples 
tootheragenciesauthorizedbylawtomonitorsuchcompliance． 
ＳＥＣ、524．ＳＩＩＡＲＩＮＧＯＦＢＵＳＩＮＥＳＳＤＡＴＡＡＭＯＮＧＤＥＳＩＧＮＡＴＥＤ
ＳＴＡＴＩＳＴＩＣＡＬＡＧＥＮＣｍＳ． 
(a)ＩＮＧＥＮＥＲＡＬ‐ADesignatedStatisticalAgencylnayprovidebusiness 
datainanidelltifiableformtoanotherDesignatedStatisticalAgencyunder 
thetermｓｏ［awrittellagreementamongtheagenciessharillgthebusiness 
datathatspecifies‐ 
(1)thebusinessdatatobeshared； 
(2)thestatisticalpurposesforwhichｔｈｅｂｕｓｉｎｅｓｓｄａｔａａｒｅｔｏｂｅｕｓｅｄ； 
(3)theofficers,employees,andagentsauthorizedtoexaminethebusiness 
datatobeshared；ａｎｄ 
(4)appropriatesecurityprocedurestosafeguardtheconfidentialityofｔｈｅ 
businessdata． 
(1))ＲＥＳＰＯＮＳＩＢＩＬＩＴＩＥＳＯＦＡＧＥＮＣＩＥＳＵＮＤＥＲＯＴＨＥＲＬＡＷＳ．‐Ｔｈｅ 
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第523条指定統計機関の責務
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柑定統計機ｌｊＵの長は，
(1)機会を捉えて，Ｊ[複の排除その他によ')統計'二Ｉ的のための'Ii1i報提供に|奥|わる
国lGの報告１１胆ilijiぴに必要総Yllを削liIbすること。
(2),1,1,質を改善し統計経１Vを'１１|I減するために共同統計企imliを行うこと。
(3)以下のような方簸を含め，安全保柳j;(I1ljを厳守することによって統計'二|的の
ために収集されたＩｌｉｌｉｌ体iiiMl可能な情報の秘密を保謎すること。
（A)直接的あるいは'''１接的手段によりIlM々のlnl料者が谷111的に識別できる場合
に，情報の秘辮を保趣することの爪要性をそのllMil;｣，）｢'1貝それに代理人に強
調すること，
(B)lIil体識別可能な情報の秘密保謹についての法的義務やこの枕のIi1i報へのア
クセスを認める｣1ﾙ今に従うべき手続きについて訓練すること，
(C>物理的並びにMjh子的に秘辮保護データの宏余を保証するilii切な力莱を1位行
すること，
(1)秘密保謹データにアクセスを行う折及びこのようなデータを必要とする企
Ⅲiを特池する記録システムを柵築すること，そして
(E)法にﾉ,Lき安全保謹川1'１の遵守を監視する他の行政機関に対して，それの書
iniによる証1111を((iｲｉｌＩｉすること。
第524条（指定統計機関の間の経済データの共有）
(a)総I1リ淵定統計機IjMは，次の諸点に|ＩＩＪする絲済データの共有についての機
|對'''１の書miによる合意により，識別可能な形態で他の折定統計機|則に対して提
供することができる。
(1)共有すべき経済データ
(2)経済データが仙川される統i汁'二|的
(3)共有される経済データの点検資格を有する統計]ＩＭＩ貝，従事肴，及び代川
人，及び
(4)経済データの秘辮に対箒する週蘂切な保護mlli保簸
(b)他の法＃'1による機関の寅柾本inlliililによる機関による経済データの指定統
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provisionofbusinessdatabyanagencytoaDesignatedStatisticalAgency 
underthissul)ｔｉｔｌｅｓｈａｌｌｉｎｌｌｏｗａｙａｌｔｅｒｔｈｅｒｅｓpollsibilityoftheagency 
providillgthedataunderotherstatutes（iIDcludingsection552oftitle5， 
Ｕｌ]itedStatesCode（popularlyknownastheFreedomoflnformationAct)， 
andsection552boftitle5，Unite(1StatesＣｏｄｅ（popularｌｙｋｎｏｗｎａｓｔｈｅ 
ＰｒｉｖａｃｙＡｃｔｏｆｌ９７４)）withrespecttothcprovisionorwithholdingofsuch 
illformationbytheagencyprovidingthedata． 
(c)ＲＥＳＰＯＮＳＩＢＩＬＩＴＩＥＳＯＦＯＦＦＩＣＥＲＳ，ＥＭＩ〕ＬＯＹＥＥＳ，ＡＮＤＡＧＥＮＴＳ．‐
Examinationofbusinessdatailli(1elltifiableformshallbelimitedtothe 
officers,employees,andagentsauthorizedtoexalninetheilldividualreports 
inaccordancewithwrittenagreementspursuanttothissection・Officers，
employees,andagentsofaDesignatedStatisticalAgencywhoreceivedata 
pursuanttothissubtitleshalll〕ｅｓｕｌ)jecttoauprovisionsoflaw,including
penalties，thatrelate‐ 
(1)totheulllawfulprovisiol1ofthebusinessdatathatwouldapplytothe 
officers,elnployees,andagentsoftheagelDcythatoriginallyol〕tainedthe
information；ａｎｄ 
(2)totheunlawfuldisclosureofthebusiness（1atathatwouldapl)lyto 
officers,ｅｍｌ)Ioyees,ａｎｄａｇｅｎｔｓｏｆｔｈｅａｇｅｎｃｙｔｈａｔｏｒｉｇinallyobtainedthe 
informatiolL 
(｡)ＮＯＴＩＣＥ.-WheneverawrittenagreementconcernsdatathatrespolDdents 
werereqｕｉｒｅｄｂｙｌａｗｔｏｒｅｐｏｒｔａｌｌｄｔｈｅｒｅｓpoIldentswerenotinformedthat 
thedatacoul〔Ｉｂｅｓｈａｒｅｄａｍｏｌ１ｇｔｈｅDesigllatedStatisticalAgencies，for
exclusivelystatisticalpurposes，ｔｈｅｔｅｒｍｓｏｆｓｕｃｈａｇｒｅｅｍｅｎｔｓｈａｌｌｂｅｄｅ‐ 
scl･ibe〔Ｉｉｎａｐｕｌ)licnoticeissuedbytheagel1cythatintelldstoprovidethe
data・Suchnoticeshallallowaminimumof60daysforpubliccommellt．
ＳＥＣ､525．ＬＩＭＩＴＡＴＩＯＮＳＯＮＵＳＥＯＦＢＵＳＩＮＥＳＳＤＡＴＡＰＲＯＶＩＤＩｑＤＩＢＹ 
Ｉ〕ＥＳＩＧＮＡＴＥＤＳＴＡＴＩＳＴＩＣＡＬＡＧＥＮＣＩＩＤＳ．
(a)USE,ＧＥＮＥＲＡＬＬＹ.‐BusinessdataprovidedbyaDesignatedStatistical 
Agencypursuanttothissubtitleshallbeusedexclusivelyforstatistical 
purposes． 
(b)ＰＵＢＬＩＣＡＴＩＯＮ.‐PublicationofbusinessdataacquiredbyaDesignated 
StatisticalAgencyshalloccurinamanne1.Ｗherebythedatafurnishedbyany 
particularrespondentarenotinidenti(ial)Ｉｅｆｏｒｍ． 
ＳＥＣ、526．ＣＯＮＦＯＲＭＩＮＧＡＭＩＤＮＤＭＩ９ＮＴＳ．
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計機関への提供は，他の法律（合衆国法！Ｉ第５編鋪552条（いわゆる「情報の
目111法｣)，及び合衆国法典第５編鋪552条1）（いわゆる「1974年プライバシー
法｣）を含む｡）の下に，データ提供元機関によるかかる情報の提供又は非提供
に関して，当該機関の責任を何ら変更するものではない。
(c)職員，雇員，及び代１１M人の責任識別可能な形での経済データの点検は，
本条に係る書面での合意によりlldil々の報告の点検資格を付与された職員，雇
員，及び代理人に限定されなければならない。本刑編に従いデータを受領する
指定統計機関の職員，雇員，及び代理人は，罰1111を含め，次に係る法律の全て
の規定に従うものとする。
(1)情報の原収集機関の統計】戯風，従事者，及び代理人に週)１１される経済デー
タの違法な提供に対して，及び
(2)情報の原収集機関の統計職員，従事者，及び代理人に通Ⅱjされる経済デー
タの違法な漏洩に対して
(｡)通知ｌｎｌ答者が法律によ')報告を要請され，かつlnl答者が専ら統計目的で
折定統計機関のＩＩｌｊで共有されうるということを告知されていなかった場合に
は，かかる合意事項について，データの提供を意図している機関が発する公告
に記載されなければならない。かかる公告は，肢低601三1111]公l徳にｲ11きれなけれ
ばならない。
第525条指定統計機関によって提供される経済データ使用の制限
(a)使川についての一般規定本編に従い指定統計機関に提供される経済デー
タは，専ら統計'三ｌ的にのみ仙川されなければならない。
(b)公表指定統計機関が収集した経済データの公表は，それによっていかな
る回答者の識別もできない形態で行われなければならない。
第526条関連条文の修正
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(a)ＤＥＰＡＲＴＭＥＮＴＯＦＣＯＭＭＥＲＣＥ.‐ＳｅｃｔｉｏｎｌｏｆｔｈｅＡｃｔｏｆＪａｎｕａｒｙ２７， 
1938（ｌ５ＵＳ.C」76a）ｉｓａｌｎｅｌｌｄｅｄ１)ystrikiIlg``The”alldinserting“Exceptas
providedintheCon(i〔1entiallnformationl〕r()tectioI1andStatisticalEfficienｃｙ
Ａｃｔｏｆ２()02,the''． 
(b)ＴＩＴＬＥｌ３.、ＣｈａｐｔｅｒｌＯｏｆｔｉｔｌｅｌ３,UnitedStatesCode,isamended‐
(1)1)yaddillgaftersectioll401the［oⅡowing： 
"§402.1〕rovi〔1iI1gbusinessdatatoDesignatedStatisticalAgencies
"TheBureauoftheCensusmayprovidebusilDessdatatotheBureauof 
EconomicAllalysisandtheBureauofLal)orStatistics（`DesignatedStatisti‐ 
calAgellcies'）ifsuchinformationisrequire〔1forallauthorizedstatistical
purposeandthel)rovisionisthesul)jectofawrittellagreementwiththat 
DesiglDatedStatisticalAgency,ortheirsuccesso１．s,asdefinedilltheConfiden‐ 
tiallnformationl〕rotectionandStatisticalEfficiencyActof2002.,'；ａｎｄ
(2)il〕ｔｈｅｔａ１)Ieofsectionsforthechapterl)yaddillgaftertheitemrelating
ｔｏｓｅｃｔｉｏｎ４０１ｔｈｅｆｏｌｌｏｗｉｎｇ： 
"402．ProvidillgbusiIuessdatatol)esignatedStatisticalAgellcies.''． 
Ａｐｐｌ･()ve(１１)ecelulbe1．１７，２００２． 
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(a)商務省1938年１)]271三|の法律第１条（合衆国法典第15編第176条ａ）に，
｢｢2002年秘密`情報保誕・統計効率化法」に規定されている場合を除き」を追加
する。
(b)第13編今衆|玉1法典第13編第13章を次のように修正する。
(1)第401条の次に節402条を追加する。
第402条指定統計機関への経済データの提供
経済データが正規に認められた統計'二|的のために要請されしかもその提供がそ
の指定統計機関又は2002年秘密`情報保護・統計効率化法に規定されたその後継
機関との書面による介意に従う場合，センサス局は経済分析局及び労働統計局
(｢指定統計機関｣）に提供することができる。また，
(2)章の条文一覧表の第401条の後ろに次の条文を辿加する。
第402条指定統計機関への経済データの提供
2002年１２月１７日裁可
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DevelopmentofU.Ｓ、FederalStatisticalPolicy
andtheMaximumUseofStatisticallnformation 
ＨｉｒｏｍｉＭＯＲＩ 
《Abstract》
Ｔｈｅａｉｍｏｆｔｈｉｓｌ)aperistoidentifyolleofthefundamentalfactors 
whichbringal)outsubstantialdifferenceintheinformatiollmanage‐ 
mentpolicy,includingstatisticaladjustmentamongofficialstatistical 
agencies,betweenUSandJapan､ＴｈｒｅｅＵＳ」aws:theFederalReports
Act，ｔｈｅｌ〕aperworkReductionActandtheConfidentiallnformation
ProtectionandStatisticalEfficiencyAct（hereinafterreferredtoas 
FRA,ＰＲＡａｎｄＣＩＰＳＥＡ,respectively）areexalninedtospellouttothe 
characteristicsofrelevalltlegislativeframeworks､Resultsobtainedby 
tbisstudymayprovidealleffectiveimplicationforJapanesestatistics 
inintroducinganextellsiveinformationmanagementpolicythatis 
expectedtocultivateitsllewfrontier、
TheFederalReportsActofl942（Chapter35ofUS､Code）wasthe 
firstfull-dresslegislationtoestablishal1orderincoordinatingthe 
practiceofinformationcollectionbyFederalagellcies・TheOfficeof
ManagementandBudget（hereinafterreferredtoasOMB）wasautho‐ 
rizedbythislawtoconductanappropriatepolicytoadministerFederal 
agencies,informationcollectingactivities・
TheinformationmallagementpolicｙｔｏｒｅｄｕｃｅｔｈｅｃｏｓｔｔｏｔｈｅＧｏｖｅｒｎ‐ 
mentofobtaininginforlnationandｔｏｍｉｎｉｌｎｉｚｅｔｈｅｌ〕apelworkburden
uponbusinessenterprisesandotherpersonsthroughadjustingthe 
informationcollectionamongFe〔leralagelIcieswasgenerallyregarded
tobetransplantedilltoJapanbytheellactmentoftheStatistical 
ReportsCoordinationLaw（hereinafterreferredtoasSRCL）ｉｎ1952． 
Despitetheseemingresemblallceofsystemsintroducedinboth 
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countries,ＳＲＣＬａｌｌｄＦＲＡａｒｅｄｉｓｔｉｌｌｃｔｉｎｍａｌ]ydimensiolls・
Firstly，FRAauthorizesOMBtocoordillateFederalagel]cies，illfor‐ 
mationcollectingactivitieswhichcoverawiderangeofinformation 
obtainedfromwrittenrel)ortstodatacollectionwithal)l)Iicationf()rlns， 
schedules，questionl】aires，andothersimilarmethodscallillgfor
allswerstobeusedforstatisticalcompilations・
Incontrast，ＳＲＣＬ，｜)eil]gmolde〔lthroughtoughllegotiationwith
Governmentagellcieswhichinten〔ｌｔｏｋｅｅｐｃｏｍｌ)etellcefol･anexclusive
autonomyintheirinforlnationcollection，ｉｓｃｈａｒacterizedbystrictly 
limitedscopｅｏｆｉｔｓａｌ)l)licatiolLOllIyinformationcollectedthrough 
rel)ortingforlnsbyageIlciesfrommorｅｔｈａｌ１ｔｅｎｌ)ers()nsorbusinesses， 
wherereportingformsaredefille(ｌｏｎｌｙａｓｗｒｉｔｔｅｎ〔Iuesti()nnairesand
undoculnentedil]quiriessuchastelel)honesurveydonotfallunderthe 
provision，Ｍｏｒｅover，ｔｌｌｅａｇｅｎｃｙｔｈａｔｉｓｉｎｃｈａｒｇｅｏｆｓtatisticalcoordi‐ 
nationisrequestedbylawt()exertitscompetencebyheedillgconsider‐ 
ationonavoidil1gimprol)erdisturl)alIcesab()utagencies，competences 
andtoperformcoordillatiollexclusivelyfromstatisticalaspects、
Secondly，inadditi()I］ｔ(）ｔｈｅｗｉｄｅｒｃｏｖｅｒａｇｅｏｆｔｈｅｌａｗ，OMBis 
authorizedI)ｙＦＲＡ，ullderdueprocedures,todesignateol]eagellcyas 
thecentralcollectioｌｌａｇｅｎｃｙｉｎｃａｓｅｗｈｅｎｓ(〕meFederalagellcieshave
plantocollectthesameillforn]ati(〕lLAstheresultoftheduecoordina‐
tioll,agencieswhicharenotdesignatedasthecentralcoⅡectionagellcy， 
arenotqualifiedtool)taininformatiollforthelnselves・
ＦＲＡａｌｓｏｆｕｒｎｉｓｈｅｓａｓｅｔｏｆｌ)l･ovisionstosupl)Iemel】ｔｔｈｅＯＭＢ's
coordinationl)olicyto（1esigllatethecentralc()IIectionagency・Among
otherdifferellces,ＦＲＡｓｔｉｌ)ｕｌａｔｅｓａｓｏｎｅｏｆｔｈｅｌ)urposes()ｆｔｈｅｌａｗ,ｔｈｅ 
ｍａｘｉｍｕｍｕｓｅｏｆｃｏｌｌｅｃｔｃｄｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎａｓ“iluformatioI1collectedand 
tabulatedbyaFederalagellcyshall,ａｓｆａｒａｓｉｓｅｘｐｅｄｉｅｌ]t,|)ｅｔａｂｕｌａｔｅｄ 
ｉｎａｍａｎｎｅｒｔｏｌｎａｘｉｍｉｚｃｔｈeusefulnessoItheinformationtoother 
Federalagenciesalldthel)ublic.''Powerfullegalframeworktoadjust 
illformationcollectionam()ngFederalagel]ciesl)asedontheeffective 
datashariｎｇａｍｏｎｇｔｂｅｍｉｓｉｎｈｅｒｅｎｔｔｏＦＲＡ、Comparableprovisions
aretotallyｍｉｓｓｉｎｇｉｎＳＲＣＬ 
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WIlilesucceedillgfromFRAtｈｅｌ)asicinforlnationlnanagement 
policytomillilnizerespondents’１)al)erworkburdenbyeliminatillg 
unnecessarydul)Iicatiollillagencies，informatiollcollectionandto 
maxill1izetheusefulnessofol)tainedil]formation，thePaperworl（ 
ReductiollActoｆ1980,ｐｕｔｉｌｌｆｏｒｃｅｉｌｌｌ９８１,hasexpandedsubstantially 
thescol)ｅｏｆｉｔｓａｌ)plicationtoli〔Iuidatethel)reviouspatchworkin
informationl)olicy・
TheOfficeoflnformatiollandRegulatoryAffairs（hereinafterrefer‐ 
ｒｅｄｔｏａｓＯＩＲＡ）performsagencies，illforlnationcollectionrequest 
clearanceandotherpaperworkcontrolfullctionunderthenewlawby 
reviewingandal)l)rovingtheillformati()llcollectionrequestssubmitted 
byagellcies、
Thenewlawrequirestheagel]ciesinadvancetothesubmissiono［ 
thel)roposaltoeliminateil]forlnati()、ＣＯⅡectionthatmaybeobtaine〔I
frolnallothersourcewithilltheFederalGoverl1mentthrougｈｔｈｅｕｓｅｏｆ 
ｔｈｅＦｅ〔1erallllformationL()catorSystem（hereinafterreferredtoas
FILS）maintailledbyOIRA,toreducethel)al)erworkburdenonpersons 
whowiuprovi〔leillformatiolltotheagency,alldtoformulateplansfol・
tal)ulatillgtheillformationinamanllerwllichwiⅡenhanceitsuseful‐ 
ｎｅｓｓｔｏｏｔｈｅｒａｇｅｌｌｃｉｅｓａｓｗｅｌｌａｓｔｏｔｈｅｐｕ１)Iic・Ｔｈｅagenciesare
requestedtonoticetheassesslnel1tofl)al)erworkburdenregardingthe 
datacollection，ＯＭＢ'sinformatiollcoⅡectionrequestclearanceshaⅡ 
assesswhetherthecollecti()nofillformationl)yallagencyisnecessary 
fortheproperpel･forlnanceofitsfunctioIlsornot、Theproposed
rulemakingofinformatioIlcollecti()ｌｌｒｅ(ｌｕｅｓｔｌ)ytheagencyshallbe 
noticedtothel)ublicilltheFederalRegisteralldtheagencyshouldl)e 
accoulltableforanappropriateresl)ｏｎｓｅｔｏｔｈｅｃｏｍｍｅｎｔｓｒａｉｓｅｄｂｙｔｈｅ 
ｐｕblicbeforeitsfinalsul)missiollt(）ＯＭＢ、
PRAsharesthesamecharacterisｔｉｃｓｗｉｔｈＦＲＡｉｎｔｅｒｍｓｏｆａｎ 
ｅｆｆｅｃｔｉｖｅｕｓｅｏｆｏｂｔａｉｎｅｄｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｌＬＯＭＢｓhaⅡl)romote,throughthe 
use〔)ｆＦＩＬＳ,ｅｘｌ)al]dedsharillgofin[or､]ationamongagencies・Ｉｎｏｒｄｅｒ
ｔｏｒｅａｌｉｚｅａｗｉｄｅｒｕｓｅｏｆｏｂｔainedill[(〕rl]]ati(〕ｌｌｔｈｅＤｉｒｅｃｔｏｒｏｆＯＭＢｍａｙ
ｄｉｒｅｃｔａnagencytomakeavailal)letoallotberagency，ｏｒａｎａｇｅｎｃｙ 
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maymakeavailabletoallotheragellcy,informatiollol)tainedl)ursuallt 
toaninformationcoⅡectiollrequestincasewhenthedisclosureisnot 
inconsistentwithａｌｌｙａｌ)plicablelaws． 
’〕ＲＡｉｓａｌｓｏｄｉｓｔｉｎｃｔｆｒｏｍＦＲＡｉｌ１ｆｕｒllishillgtheself-evaluation
mechallismtochecktheiml)lementationｏｆｔｈｅｌａｗ、ＯＭＢshall，with
theadviceandassistallceoftheAdministratoro［GeneralServices， 
reviewatleastonceeverythreeyearstheinformationmanagement 
activitiesofeachagencyandreporttheirresultstocomlnitteesofthe 
Congress､ＯＭＢｓｈａⅡａｌｓｏｆｕⅡyandcurrelltlyinforlntothePresidentof 
theSenateandothers()fthemajoractivitiesullderthislawandsubmit 
areportwhichcoI1tail]ｓｌ)roposalsforlegislativeactionneededto 
improveFederalinforlnatiolllnanagement・
TheConfidentiallllforlnatiollProtectionandStatisticalEfficiency 
Actof2002thatcollstitutestitleVofE-GovernmentActof2002 
consistsoftwodifferentseglnents：［sul)titleA］Confidentiallnforma‐ 
tionProtectionand［subtitleＢ］StatisticalEfficiency・
Ｄｅｓｐｉｔｅａｓｅｔｏｆａｌ)l)Iicablelawsandregulationsrelatingtoconfidenti‐ 
alityincludingthel〕rivacyAct，ｔｈｅcollection，maintellallce，useand
disseminationofconfidelltialinformatioll1)ytheFederalagencieswere 
llottotallyorganizedilltermsofitslegalprotectioIl，Disproportiollate 
penaltieshaveｂｅｅｎｉｍｌ)osedbyeachagencyfortheviolatioｎｏｆｃｏｎｆｉ‐ 
dentiality・SubtitleA()ｆＣＩＰＳＥＡｗａｓｌａｉｄｄｏｗｎｔｏｌｉ(luidatethecurrent
patchworkofconfidelltialityl)rotectionmeasuresandtoestablisha 
neworder・
SubtitleBofCII〕SEAhighlightsthelnanneralldconditionsunder
whichindividuallyidentifiableillIormationacquire(Iforstatistical 
purposesaresharedamoI1gtbreedesignatedStatisticalagencies：the 
BureauoftheCensus,theBureauofEconolnicAllalysisandtheBureau 
ofLaborStatistics、
Asthediscussiol1inthispaperhasidentified，desl)itemanydiffer‐ 
encesintheirinformatiollmanagemeIltl)olicies，ＦＲＡ，ｌ〕ＲＡａｎｄＣＩＰ‐
ＳＥＡａｒｅｃｏｍｍｏｎｉｎｓｔｒｅｓｓｉｎｇｍｏｒｅｅｆfｅｃｔｉｖｅｏｒｍａｘｉｍｕｍuseof 
obtainedinformationbyFederalagencies、Theideathatunderliesthe
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Ｕ､Ｓ・illforlnationpolicyseemstoderiｖｅｆｒ()mtheprinciplethatinforln汁
tioniscollectedllottobeusedexclusivelyl)ythecompetelltagency,ｂｕｔ 
ｔｏｌ)esharedwidelyfortllel)etterl)er(ormanceofgovernnIelltalsel･‐ 
ｖ１ｃｅｓ・
Ａｌ)ａｒｔｆｒｏｍＵＳ､Ｉａｗｓｅｘａｍｉｎｅｄｉｎｔｈｉｓｌ)al)er,l)rovisiollsofSRCLare 
devotedlnostlytodescril)eproceduresofcoordillationthatＦＲＡ，ｆｏｒ 
ｅｘａｍｌ)Ie，assigl1totheregulatioll，SRCLhasnoprovisionsregarding 
thｅｕｓｅｏｆｃｏⅡectedinforlnati()11,,(〕ritssharil]gamongagencies､Infor‐
mationis，ｉｎｌ)rincil)Ie，collected，storedandusedexclusivelybya 
coml)etentagellcyalldrarelysharedinJapancvenwithintlleagency・
Widersharing()ｆｉｌ]forll]ati()llcollectedbyeachagencylnaycolltribute 
not（)Illytoalleviatel)al)elworkl)ur(lens()frespondents,})ｕｔｔｏｅｘｐａｌ](I 
thel)eril〕hery（)fstatisticaldatatomeettheillcreasingsociallleeds・
Mallyleadingcoulltriesl1avealrea〔lyinstitutionalizedthesystelnfor
theextellsiveuseofa(1ministrativerecordsforstatisticalpurposes・
Japalleseofficialstatistics,ｈ()ｗever，Iayfairlybehindthoseofother 
countriesinｔｌ]einformationmallagelnentl)olicyduesubstal]tiallyto 
thepl･emodernl)ara〔ligmtllatinforll]ationol)tailledbelongl)rimarilyto
thec()mpetentagel】cy.Ａrev()Iutiollaryturnofthisparadiglｎｓｅｅｍｓｔｏ
ｂｅｌ)rerequisiteforfuture(levelol)lnel]ｔofJapalleseofficialstatistics． 
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ColIfidentiallllformationPr()tectiollandStatisticalEfficiel]cyAct， 
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